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動物実験に関する近年の動向
̶動物愛護管理法の改正・施行を迎えて̶
　2006 年６月１日より、昨年改正された「動物の愛護及び管理に関する法律」（以下、
動物愛護管理法）が施行される。今回の改正では、新たに動物実験に関する配慮事項が
盛り込まれた。実験動物の福祉に関しては国際的に 3Rの原則が確立され、科学上の利
用の目的を達することができる範囲において、できる限り動物を供する方法に代わり得
るものを利用すること（Replacement）、できる限りその利用に供される動物の数を少
なくすること（Reduction）、その利用に必要な限度において、できる限りその動物に
苦痛を与えない方法によって行うこと（Refinement）を掲げている。旧動物愛護管理
法では、Refinement に関する義務事項のみであったが、今回の改正で Replacement と
Reduction の事項が配慮事項として追記され、3Rの原則として整った。
　同法における動物実験及び実験動物の位置づけについては、同法が動物愛護の観点か
ら定められた関係上、規制管理の対象は「実験動物（の福祉向上）」であって「動物実験（実
験動物の利用行為）」ではないとみなされている。故に同法は、動物実験に対して理念
法として機能しており、動物実験の必要性やその方法の科学的妥当性の評価等、動物実
験の内容に直接影響を及ぼすような規定を有していない。
　改正動物愛護管理法の施行に向けて、関係省においては関連する基準や指針の改正及
び策定作業が進められている。この中で動物実験に関しては、環境省が「実験動物の飼
養及び保管等に関する基準」を改正し、文部科学省と厚生労働省はそれぞれ、動物実験
等の実施に関する基本指針（以下、動物実験基本指針）の策定作業を進めている。我が
国における動物実験管理体制は、動物実験の管理規制の倫理原則を法律（動物愛護管理
法）で規定し、告示・通知等の行政指導にしたがって、各実験実施機関が自主的に動物
実験を規制する方式をとっている。自主管理体制を柱としている点では米国やカナダと
同様である。一方、英国・フランス・ドイツ・スイスは法律により動物実験が規制され
ており、このうちフランス以外の国では実験施設・実験計画・実験者に対して審査・承
認が行われている。
　実験動物の使用数については、我が国では関連団体の任意調査が行われているのみで
あり、正確な使用数は不明である。一方、米国・カナダ・英国の公式な調査報告による
と、実験動物の使用数は横ばい、あるいはやや増加傾向にあり、科学技術上、動物実験
は今もなお有力なツールとして活用されていることがうかがえる。
　今後、我が国において動物実験が適正に実施され、その結果を生命科学の振興に結び
つけるためには、上記の動物実験基本指針を中心として、動物実験実施機関毎の自主管
理体制を整備することが必要不可欠である。文部科学省と厚生労働省の動物実験基本指
針はいずれも、各実験実施機関において当指針への適合性に関する自己点検・評価を行
うこととしている。本稿においては、この自己点検システムに加えて、各実験実施機関
に対する外部評価システム（当基本指針の運用状況等について）を構築することを視野
に入れて、今後、動物実験管理体制の整備を進めることを提言する。
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一人一人の環境保全行動の実践に向けて
̶環境教育の推進と環境モニタリング情報の活用̶
　温室効果ガス排出削減目標に関する京都議定書が 1997 年に合意され、日本は 2008 年
～ 2012 年の排出量を、1990 年に対して６％削減することを目標としている。しかし、
2002 年の部門別 CO2 排出量は、産業部門が依然として最も多いものの 1.7％削減となっ
ているのに対し、家庭部門は減少するどころか 28.8％の増加となっており、国民一人一
人のエネルギー問題に対する関心の喚起と理解、そして省エネルギーに対する取組が求
められる。また、水質汚染や大気汚染、廃棄物等の様々な環境問題に対しても、個人の
取組姿勢は極めて重要と言える。
　2003 年のエネルギー問題や環境問題に対する意識調査の結果によると、環境保全行
動に関して若年層（20 代）に、「自分に何ができるかわからない」（60.2％）、「行って
も効果を実感できない」（61.1％）という意識がみられる。このような結果からも、各
個人の取組に大きな影響をもつ環境教育の普及は早急に対応すべき課題であると考え
られる。
　日本の初等・中等教育における環境教育は、社会科、理科等の各教科から独立した教
科として位置付けられてはいないものの、各教科等において学校の教育活動全体を通じ
て実施されている。しかし、小中学校ともに取組頻度の高い学校と低い学校の混在がみ
られ、より充実した環境教育に向けて更なる支援が望まれる。高等教育では環境問題に
対する意識の低い学生を対象に環境教育の徹底が望まれる。また、将来児童や生徒の環
境教育を進める上で重要な役割を果たす教員の養成課程において、環境教育は必修科目
となっておらず、これも課題として挙げられる。
　環境教育の目標は、各個人の環境保全行動を促進させることにあり、その過程は、①
環境の現状把握と問題認識、②個人が取り組める具体的行動の理解、③個人の環境保全
行動の実施と継続、の３つの段階から成る。そして、各段階における課題を克服するに
は、可視化等の手法によって、問題や行動の成果を身近に感じられるようにすることが
極めて有効と考えられる。そのためには、環境モニタリング情報の活用や、結果を具体
的な数値等により伝達する機器の開発といった取組が重要である。
　以上のことを踏まえて、国民一人一人の環境保全行動を推進するため、以下の３点に
注目することが望まれる。
盧 初等・中等教育における環境教育の支援の充実と高等教育における環境教育の一層
の推進
盪環境に関する問題意識の喚起と環境保全に向けた具体的行動の理解の促進
蘯 環境保全行動の継続を容易にするフィードバック機能を備えたシステム・機器の普
及と開発
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　ヒトの病気に関係する遺伝子の研究分野で、近年、一遺伝子における変異に起因する遺伝性疾患である
単一性遺伝病の研究から、癌や糖尿病のような、複数の遺伝子が関与する疾患である多因子性遺伝病の研
究への急速なシフトが起こっている。ジェノバ医科大学のアントナラキス教授らは、2006年 4月発行
のNature Reviews Genetics にこの状況を発表し、今後の行き過ぎたシフトに警鐘を鳴らした。アン
トナラキス教授らは、単一性遺伝病研究が多因子性遺伝病の解明にも貢献すること、単一性遺伝病研究に
おいてまだ多くの解明すべき研究課題が残っていること、単一性遺伝病研究が遺伝子を取り巻く環境や
遺伝子の修飾因子などの機構の解明に繋がることなどを挙げ、研究者や社会が単一性遺伝病研究にもっ
と関心を向けることが必要であると提唱した。
トピックス1　単一性遺伝病研究から多因子性への過度なシフトに対する警鐘
　単一性遺伝病は、１つの遺伝子における変異が
原因で生じる遺伝病であり、メンデルの法則によ
り遺伝することからメンデル病とも呼ばれる。そ
れに対し、高血圧、糖尿病、癌など複数の遺伝子
や環境要因も関与する疾患である多因子性遺伝病
があり、一般に、単一性遺伝病の患者は少なく、
多因子性遺伝病の患者は多い。
　ヒトの病気に関係する遺伝子の研究分野は、近
年、単一性遺伝病から多因子性遺伝病の研究へと
急速にシフトしていることを、スイスのジェノバ
医科大学のアントナラキス教授およびローザンヌ
大学のベックマン教授が、2006 年４月発行の遺伝
学のレビュー誌であるNature Reviews Genetics（７
巻４号、277‐282、2006）に発表した。しかし、同
教授らは今後の行き過ぎたシフトには警鐘を鳴ら
している。
　同教授らによると、単一性遺伝病に関連する遺
伝子登録データベース（OMIM）における遺伝子
変異の登録件数は 2000 年頃をピークに最近では減
少傾向を示し、一方、ヒトゲノム中で見つかった
遺伝子変異を登録するデータベース（Human Gene 
Database）の登録件数は、2000 年以降もほぼ安定
しているという。
　大規模なヒトゲノム解析の実施や遺伝子発現分
析法の確立、ヒトゲノムの個体における多様性の
発見以前から、単一性遺伝病に関連する遺伝子は
多数発見されていたことから考えると、現在、様々
な遺伝子の解析ツールが揃い、ヒトゲノムに関す
る知見が増えたにもかかわらず、上記のような登
録件数の減少という状況は奇妙であると著者らは
指摘した。また、遺伝学の専門誌であるNature 
Genetics における単一性遺伝病研究の掲載論文数
が激減しているなど、研究の対象が多因子性遺伝
病に過度にシフトしていると述べた。
　同教授らは、以下の点から、単一性遺伝病研究
の量の維持の必要性を提唱している。
蘆 現在、ゲノムおよび各遺伝子の機能の解明が求
められており、様々な研究のアプローチの内、
最も堅実な方法が、自然に生じた変異に基づく
表現型の変化、すなわち単一性遺伝病に基づく
遺伝子機能解明である
蘆 単一性遺伝病研究の対象疾患は未だ多数残って
おり、特にホモ致死性（流産を生じ、見かけ上、
不妊となる）の遺伝子変異はほとんど未着手の
状態である
蘆 マウスなどモデル動物を用いた研究では、人為
的変異の導入による表現型の変化を観察してい
るが、ヒトとマウスでは寿命が大きく異なる等
により、ヒトとは現れる症状が異なることが多
く、また、知能など測定困難な表現型も多いこ
とから、多因子性遺伝病の解明には、モデル動
物からの知見より単一性遺伝病からの知見が重
要である
蘆 単一性遺伝病では同一遺伝子内での異なる場所
の変異によって、表現型（病態や症状）が異な
る場合が多く、遺伝子のドメイン等の機能解明
に役立ち、さらに、全く同一の変異によっても
病態が異なる例も多数報告され、遺伝的背景や
遺伝子を修飾する因子などの解明が必要である
蘆 多因子性遺伝病とされる糖尿病、アルツハイマ
ー病等においても１つの遺伝子の変異が発症の
原因であるという家系があり、単一性遺伝病と
多因子性遺伝病は別々ではなく連続的な現象と
理解されるべきである
蘆  SNPs による集団の相関研究から多因子性遺伝
病を解明するという戦略の他に、単一遺伝性を
示す家系の遺伝的背景や修飾因子の探索、原因
遺伝子の機能や発現調節の解明などから、多因
子性遺伝病発症に関与する遺伝子を探索する方
法も有力であると考えられる
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 情報通信分野 TOPICS Information & communication
インターネットで現在広く使用されている通信プロトコルである、IPv4（Internet Protocol version 
4）のアドレス枯渇時期が早まるとの見方がでている。2003年 7月の専門家による調査では2022年
が枯渇時期と予測されていたが、2005年の3つの研究では、最大13年も枯渇時期が前倒しする予測
となっている。こうした状況を受け、 譖日本ネットワークインフォメーションセンター （JPNIC） の
番号資源利用状況調査研究専門家チームは、2006年 3月24日、「IPv4アドレス枯渇に向けた提言」
をまとめた。本報告書では抜本的解決策は IPv6への移行だと結論付け、ネットワークサービス事業者等
に対し、早急な対応あるいは改善の必要性を提言している。しかし、IPv6は、国際的に各国の利害関係
が一致しない、また IPv4との互換性の問題に対する懸念などもあり、現時点では、あまり普及している
とは言い難い。国際的な足並みが揃うかどうか不透明な部分が残るまま、IPv6への本格的な対応が迫ら
れている。
トピックス2　通信プロトコルのアドレス枯渇へ注意喚起
　現在インターネットで広く使用されている通
信プロトコル IPv4（Internet Protocol version 4）
アドレスの枯渇時期の予測に関する研究結果が、
2005 年９月以降、相次いで３件報告された。それ
によると、RIR（地域インターネットレジストリ）
が新規に割り当てることができない状態を「枯渇」
と定義した場合、考え方の違いによって多少のば
らつきがあるものの、アドレス枯渇時期は 2009 年
から 2016年となっている。2003年７月の調査では
2022 年が枯渇時期と予測されていたが、最大で 13
年も前倒しする可能性があることがわかった。
　IPv4 は 32 ビットのアドレス空間を有し、約 43
億個のアドレスを表現することができる。IPv4
は 1970 年代から利用されてきたが、適切に管理
されていなかった時代もあり、経済成長の著しい
BRICs 諸国への割り当てが少ないなど、現在の需
要には即していないという問題もあった。
　このような状況を受けて、2006年３月 24日、社
団法人日本ネットワークインフォメーションセン
ター（以下、JPNIC）の番号資源利用状況調査研究
専門家チームは、「IPv4アドレスの枯渇に対する提
言」を報告書にまとめた。JPNICによると、アド
レスの寿命予測から、関係者それぞれに対する提
言までを総合的にまとめた文献は、世界的にも例
がないという。
　2005年末時点の IPv4アドレスの地域別割り当て
状況は、米国が約 60％、次いで日本が約６％、欧
州が５％となっており、これらの地域で全世界の
70％以上のアドレスを占有している。このような
状況を踏まえ、アドレス枯渇問題に対し、現状の
地域格差を考慮したアドレスの返還やNAT（ロー
カルに定義されたローカルアドレスと世界で唯一
無二のグローバルアドレスを変換する機能）を使
用するといった延命策も考えられるが、本報告書
ではこれは本質的な改善策ではなく、抜本的解決
策は IPv6①への移行だと結論付けている。
　また、IPv6までの移行期も含めて、上位レジス
トリに対しては、全世界的に公平性が保たれたポ
リシーの運用を呼びかけている。インターネット
サービスプロバイダ（ISP）に対しては、必要以上
に IPv4アドレスの申請を行わない、一般ユーザー
がアドレス枯渇を意識しなくても済むように事前
に IPv6 への移行準備をすべきであるとしている。
また、インターネットサービス提供者および企業
のネットワーク管理者に対しては、新規設備導入
時は IPv6対応機器を選択すべきとの提言もなされ
た。一方、一般ユーザーに対しては、IPv4 アドレ
スの枯渇を意識する必要はないとしている。
　IPv6は標準化されて以来、国際的に各国の利害
関係が一致しない、また IPv4との互換性の問題に
対する懸念などもあり、現時点ではあまり普及し
ているとは言い難い。国際的な足並みが揃うかど
うか不透明な部分が残るまま、IPv6への本格的な
対応が迫られている。
①  IPv6（Internet Protocol version 6）：IPv4 の後継として
設計された 128ビットのアドレス空間を持つ次世代のイ
ンターネット用プロトコル。約 43億の４乗のアドレス
を確保することができる。
資　料
JPNIC「IPv4アドレス枯渇に向けた提言」
http://www.nic.ad.jp/ja/topics/2006/20060403-
01.html
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 環境分野 TOPICS Environmental Science
　従来、比較的影響を受けていないと考えられていた北日本でも、 大陸からの酸性化物質の影響を受け
ていることが明らかになった。アジア大陸から日本へ越境飛来している大気汚染物質の動態を分析した
結果、山形の蔵王の樹氷などが、中国・山西省などで排出された大気汚染物質の影響を受け酸性化が進
んでいることが、山形大学理学部の柳澤文孝助教授らの調査でわかった。酸性雨の原因となる硫黄酸化物
の排出源を特定することは容易ではないが、 硫酸のイオウ同位体比は起源によって特有の値を持つため、
柳澤助教授らは、日本と中国で雨や雪に含まれる硫酸のイオウ同位体比を測定し、硫酸イオウの起源を特
定することを試みた。 測定の結果日本の同位体比は、冬に高く夏は低い季節変化が見つかり、この変化
は日本以外からの影響と推定された。アジア大陸各地で使われている石炭に含まれるイオウ同位体比を
測定したところ、中国山西省などの中国北部のものが日本の冬に観測される硫酸と一致し、冬の北西の季
節風に乗って越境飛来したと推定される。世界で最も大気汚染が深刻と認定されている山西省の大気環
境の改善は、日本にとっても重要な問題であることが認識された。
トピックス3　大陸から大気汚染物質が北日本へ越境飛来
　日本では全国的に酸性雨が観測されているが、
大規模な工場地帯の無い東北地方でも観測されて
いる。山形大学理学部の柳澤文孝助教授らのグル
ープは、アジア大陸から日本へ越境飛来している
大気汚染物質の動態を分析した結果、山形蔵王の
樹氷などにおいて、中国山西省などで排出された
大気汚染物質の影響を受け酸性化が進んでいるこ
とを明らかにした。柳澤助教授らは、この結果を
平成 13年～ 17年度に中国山西省政府などからも
研究支援を受けた東北大学のプログラム研究（代
表：大村泉 教授）の成果報告会である国際シンポ
ジウム「中国における環境技術の普及に向けた国
際協力」の中で発表した。
　通常、酸性雨の原因となる硫黄酸化物の排出源
を特定することは容易ではない。今回柳澤助教授
らは、日本および中国に試料採取装置を設置し、
雨・雪やエアロゾルに含まれる硫酸のイオウ同位
体比を測定して越境汚染の実態を定量的に明らか
にした。同位体比は起源によって特有の値を持つ
ため、硫酸イオウの起源を特定することが可能で
ある。その結果、日本で観測されるイオウ同位体
比は、夏は０‰前後の値であるが、冬になると高
くなる季節変化が見出された。右図は夏と冬のイ
オウ同位体比の変動幅を示したもので、日本の南
西側は４～５‰なのに対し、北西側では 10‰以上
となっており、特に、東北地方の季節変化が顕著
である。硫酸の起源としては石炭・石油などの化
石燃料や肥料・生物などが考えられるが、日本国
内で排出される硫酸においては、このイオウ同位
体比は０‰前後の値である。したがって、冬の高
いイオウ同位体比は、日本国内で発生した物では
ないと考えられる。一方、アジア大陸各地の石炭
に含まれているイオウ同位体比を測定したところ、
中国山西省などの中国北部のものが、日本の冬の
東北地方で観測された硫酸と一致した。冬には北
西の季節風が吹くが、中国北部を通過することが
多いことから、この風に乗ってアジア大陸から越
境飛来した硫酸が樹氷などに含まれていたものと
推定される。
　従来、北日本は大陸からの酸性化物質などの影
響を比較的受けていない地域と考えられていたが、
今回、北日本にも影響があることが明らかにされ
た。しかも、1998 年にWHO（世界保健機構）に
よって世界で一番大気汚染が深刻と認定された山
西省の大気汚染が、日本の東北地方の酸性雨の起
源地の一つと推定されたことは、日本にとっても
山西省の大気環境の改善は重要な問題であること
が判明した。
日本各地で測定された雨のイオウ同位体比の変動幅
提供：山形大学 柳澤文孝助教授
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 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & materials
　東京大学大学院工学系・総合研究機構の幾原雄一教授グループでは、電子線を0.1 ナノメートル以下
まで細く収束させることが可能な走査透過電子顕微鏡を用いて、代表的なセラミックスであるアルミナ
に微量成分として添加されているイットリウム原子を直接観察した。その観察結果を基に、量子力学の基
本原理に従って物質の特性を導き出す理論計算から、イットリウム原子と周囲のアルミニウム原子との
間に大きな共有結合が出現していることを明らかにし、この共有結合がイットリウム微量添加アルミナ
の高温強度を大幅に向上させているというメカニズムを解明した。
トピックス4　セラミックス中の添加原子の強度向上メカニズムを解明
　セラミックスに微量の添加材を加えると、その
硬さや強度、電気特性などを大幅に向上できる。
これまでのセラミックスの開発は、材料試作とマ
クロ挙動評価の繰返しによる経験の積み重ねに基
づいて主に行われてきた。代表的セラミックスで
あるアルミナ（Al2O3）中に添加された微量成分で
あるイットリウム（Y）によって強度が向上するこ
とが知られているが、そのメカニズムは不明であ
った。
　東京大学大学院工学系・総合研究機構の幾原雄
一教授グループは、これまで不明であった、Y微
量添加アルミナの高温高強度化のメカニズムを突
き止めた。アルミナの結晶粒界にYが存在するこ
とを局所領域の化学組成分析で特定したあと、電
子線を 0.1 ナノメートル以下まで細く収束させた走
査透過電子顕微鏡（STEM①）を用いて、Y原子の
一個一個を直接観察することに成功した。この観
察結果を基に、さらに、原子構造観察と同時に得
られた電子エネルギー・スペクトルデータなどを
用いて理論計算をおこない、添加原子であるYと
その周囲に存在するアルミニウム（Al）原子との
結合の状態を明らかにした。すなわち、Y原子と
周囲のAl原子との間に大きな共有結合が出現して
いることを明らかにし、この共有結合の存在が強
度を向上させている要因であると結論づけた。こ
こで、理論計算とは、原子の配列やそれらの間の
電子軌道などを、経験的なパラメーターを用いる
ことなく、量子力学の基本原理にしたがって計算
する第一原理計算のことである。
　本研究の成果は、母材のどの位置に添加原子が
入り込み、これらがどのような結合作用を周囲の
原子に及ぼすかを解明することにつながる。目標
とする材料の特性や機能に合わせて原子スケール
において添加材の種類や量を決定することができ
る新しい材料設計に結び付く可能性もあり、2006
年１月 13日付のサイエンス誌で発表された。
①STEM（Scanning Transmission Electron Microscope）：
　電子線を試料上で走査し、試料により透過散乱された電
子線の強度で、試料中の局所構造を観察する装置である。
0.1 ナノメートル以下まで細く収束させた電子線を用いる
と、材料を構成する個々の原子やそれらから構成される原
子の局所状態を直接観察可能となる。
アルミナ結晶粒界の STEM像
Y原子が周りのAl原子より明るい
点として観察される
粒界に形成されたAl 原子７員環の中
央に存在するY原子とその配列状態
写真および図提供：東京大学　幾原教授
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 社会基盤分野 TOPICS Infrastructure
　内閣官房と関係省庁で構成される 「測位・地理情報システム等推進会議」は、2006年 3月 31日
に 「準天頂衛星システム計画の推進に係る基本方針」を発表した。準天頂衛星システムは、日本版GPS
計画とも呼ばれるものである。今回の発表では、2009年度を目標に1機を打ち上げ、その評価を行っ
て第2段階へ進むという2段階の計画が示された。第1段階では、文部科学省が技術実証等をとりまとめ、
衛星システムの整備および運用はZ宇宙航空研究開発機構が担当する。準天頂衛星は、第3期科学技術
基本計画の分野別推進戦略において社会基盤分野の12の戦略重点科学技術の1つである 「災害監視衛
星利用技術」の範囲に位置づけられており、打上げ及び実証試験を着実に進めなければならない。
トピックス5　実現へ向けて動き出した日本版GPS 計画
　我が国の第３期科学技術基本計画の分野別推進
戦略において、「準天頂衛星の高精度測位実験技術」
が社会基盤分野の 12の戦略重点科学技術の１つで
ある「災害監視衛星利用技術」の範囲に位置づけ
られた。
　全球測位システム（GPS）は、航行衛星から発信
される位置および時刻信号によりGPS受信機の位
置を決定するもので、カーナビゲーションや地理
情報などで民間等の利用も多様化している。一方、
我が国が独自に考案した「軌道傾斜角を持つ地球
同期軌道」に投入する衛星群を「準天頂衛星シス
テム（QZSS①）」といい、日本独自の航行衛星とし
て「日本版GPS計画」とも呼ばれる。
　検討が始まった当初は、総務省・文部科学省・
経済産業省・国土交通省の４省に加えて民間が協
力して開発するという方針であったが、官民の資
金分担などの問題が解決せず、３年以上たっても
さしたる進展が見られなかった。その要因の１つ
は、準天頂衛星の開発および運用に対して一元的
にとりまとめを行う機関がなかったことにある。
しかし、2005 年７月に内閣官房がとりまとめの機
能を持つことが決定し、内閣官房と関係省庁で構
成される「測位・地理情報システム等推進会議」
が発足し、実現に近づいた。
　同会議は、2006年３月 31日に「準天頂衛星シス
テム計画の推進に係る基本方針」を発表した。こ
れにより、日本版GPS計画が大きく前進する見通
しとなった。
　以前の方針では準天頂衛星システムは、測位補
完②・測位補強③の測位機能と通信・放送機能を備え、
３機のうち１機が常時日本上空に滞在するものと
して官民が資金を出し合って開発するという方向
で計画されていた。しかし、今回の発表では、官
が主体となり、測位補完機能のみの実現に重点を
置いて 2009 年度を目標に衛星を１機打ち上げ、そ
の評価を行ってから第２段階へ進むという２段階
の計画が新たに示された。
　第１段階では、文部科学省が技術実証等のとり
まとめ担当省庁となり、衛星システムの整備およ
び運用はC宇宙航空研究開発機構が担当する。今
後、民間からの新たな提案があれば検討するもの
とし、民間が行う測位補強にも利用可能とする。
　１機だけの準天頂衛星システムでは、日本上空
の滞在時間は１日当たり８時間程度であり、その時
間帯は毎日４分ずつずれてゆくことから、準天頂衛
星がある場合とない場合ではどの程度GPS利用の
有効性に差があるかなどを評価し、必要性や有効
性④が明確になれば、第２段階の３機体制に進む。
①  QZSS：Quasi-Zenith Satellite System「準天頂衛星シス
テム」
② 測位補完：準天頂衛星は常に天頂付近にいるため、GPS
利用可能エリアと利用可能時間が増加し、測位精度も向
上する。
③ 測位補強：GPS測位にはさまざまな誤差要因があり、測
位精度が不十分であるため、この誤差情報を準天頂衛星
から送信して、受信機の測位精度と信頼性を向上させる。
④ 必要性・有効性：「ユビキタス測位における準天頂衛星の
有効性」科学技術動向2005年１月号
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 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　米国と台湾が共同で開発した 6個のマイクロ衛星が、2006 年 4月 15 日に 1機のロケットで
同時に打ち上げられた。これらの衛星は 「FORMOSAT‐ 3/COSMIC」と呼ばれ、最終的に高度
700km、軌道傾斜角72°で6つの軌道面に1機ずつ配置される衛星群を形成する計画である。 衛星
のミッションは、気候変動分析や気象予測のための全球の大気及び電離層のデータ収集で、GPS信号の
屈折などから大気の状況を計測する。観測データは1日当たり2,500個以上で、90分ごとに更新される。
これによって、天気予報の更新頻度が増加し、予報がより効率的になる可能性があるという。また、1度
に6つの衛星を同時に打ち上げ、それぞれ異なる軌道面に13ヶ月かけて投入する手法はユニークである。
台湾は気象に関連する外国のパートナーとの観測データ交換などの活動に役立てたいと考えている。
トピックス6　米台共同の気象・電離層観測衛星群
　米国と台湾の共同開発によるマイクロ衛星が、
2006年４月 15日にオービタルサイエンシズ社のミ
ノタウルス１型ロケットにより米国のバンデンバ
ーグ空軍基地から６個同時に打ち上げられた。
　開発の主機関は、米国側は大気研究大学法人
（UCAR）、台湾側は財団法人国家実験研究院に属
する国家太空中心（NSPO）である。
　これらのマイクロ衛星は「FORMOSAT-3/
COSMIC」と呼ばれ、今後、衛星群（コンステレー
ション）を形成するべく、高度約 700km、軌道傾
斜角 72°で６つの軌道面に１機ずつ、約 13ヶ月を
かけて配置されていく。
　各衛星の大きさは直径約１ｍ、厚さ 16cm（太陽
電池の厚さを除く）、重量 62kgで、図に示すよう
に軌道上で二枚貝の殻が開くような形態で太陽電
池を展開する。
　これらの衛星のミッションは、気候変動分析や
気象予測のためのデータ収集である。観測衛星と
いってもカメラを搭載しているわけではなく、衛
星から見て地球の縁辺の反対側にいるGPS衛星の
信号が、地球の大気によって屈折する状況を計測
することで、縁辺付近の大気の状況を観測するも
のである。このようなGPS信号の利用法をGPS掩
蔽（Occultation）という。NSPOによれば、これ
らの衛星は全球の大気および電離層を対象とし、
１日当たり 2,500 個以上の観測データを取得する。
また、観測データが 90分ごとに更新されるのに合
わせて、世界の気候情報収集および分析を３時間
で完了させる。NSPOはこのプロジェクトによって、
天気予報の更新頻度が増加し、予報がより効率的
になるといっている。実用的な気象観測だけでな
く、電離圏観測を通じた宇宙天気予報や地球重力
などの学術的な研究にも用いられる。
　宇宙輸送システム技術の観点から今回の打上げ
手法を見ると、１機のロケットで同じ軌道面に６
個の衛星を投入した後に、各衛星を異なる軌道面
に変換しようとしている点がユニークである。そ
の手順は、まず打上げロケットにより高度 500km
の円軌道に到達し、６個の衛星を順次切り離して
いく。そのうち１個の衛星の高度を衛星が持つ推
進力で約 700kmまで上昇させる。この時点では
軌道面はまだ同じであるが、約２ヶ月経過する間
に、軌道が低い衛星には地球重力場の偏平性によ
る昇交点赤経の回転が作用して、高度が高い衛星
との昇交点赤経が徐々に離れ、軌道面が異なって
くる。各衛星の高度を約700km程度まで上昇させ
る時期を順にずらすことによって、それぞれ異なる
軌道面に配置することができる。すべての衛星を高
度700kmまで上昇させた後は、軌道面の間隔は一定
に保たれる。目標とするコンステレーションが最終
的に形成される時期は2007年５月頃と見込まれる。
　台湾はこのようなマイクロ衛星を有することで、
気象に関連する外国のパートナーとの観測データ
交換などの活動に役立てたいと考えている。
米台共同衛星「FORMOSAT‐3/COSMIC」の外観
Illustrated by NSPO
COSMIC
Constellation Observing Systems for meteorology, Ionosphere 
and Climate（気象・電離圏・気候観測衛星群）
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　2005年 12月、米国NSF（国立科学財団）の国家科学審議会は、NSFの今後の方針を示す長期ビ
ジョン 「2020 VISION」を発表した。 報告書では、①先端的研究の推進、②米国市民の科学技術潜在
能力の開拓、並びに、外国人学生・研究者にとっての米国の魅力の維持、③初等中等教育段階の生徒へ
の科学教授法の開発と機関連携に基づく実践、④聡明な人材と先端機器・設備の提供、⑤米国が優越性
を保つためのNSFの財源と人的資源の維持、の5つのビジョン、並びに、優先課題が掲げられた。併せて、
財政制約の中での第一ステップとして短期的目標と方策が挙げられた。
　このビジョン作成の背景には、科学技術分野においても国際化が進む中で、国の厳しい財政事情にもか
かわらず米国が優位性を保つには、適切な優先順位付けと戦略が必須であるとの認識がある。
トピックス7　米国NSFの長期ビジョン「2020 VISION」
　2005 年 12 月 28 日、米国NSF（国立科学財団）
の方針決定を行う国家科学審議会は、NSFの今後
の方針を示す長期ビジョン「2020 VISION」を発表
した。NSFは、科学工学分野の研究及び教育の支
援を専ら行う政府機関であり、米国の基礎研究の
あり方に大きな影響力を持つ。
　この報告書では、科学技術の急速な発展と国際
化が進展する中でのNSFの役割として、次の５つ
のビジョンを掲げている。
盧 変革を起こすような先端的な基礎研究を推進する。
盪 すべての米国市民、特に科学技術活動への参加
が進んでいない集団の能力を開拓するとともに、
継続して外国人学生・研究者を米国に引きつける。
蘯 初等中等教育段階の生徒への新しい科学教授法
を開発し、学校、博物館、水族館、大学間の連
携によって効率的に実践する。
盻 聡明な頭脳を持つ人材を提供する。併せて、知
識のフロンティアを開拓し、これまでの認識を
変えてしまうような画期的な発想を展開させる
ために必要な機器・設備を提供する。
眈 学習、発見、イノベーションという国家にとっ
て重要な活動において、米国が優越性を保つた
めに有効な機関であり続ける。
　また、優先課題として、①科学的展開の可能性
と潜在的利益が大きい基礎的分野における優越性
の維持、②国際級の科学技術人材の維持と市民の
科学リテラシーの涵養、③先端機器整備など基礎
研究推進のための研究基盤の構築、が挙げられて
いる。
　さらに、昨今の財政制約を踏まえた上で、第一
ステップとなる短期目標と方策が示されている。
短期目標は、①ビジョンや優先課題を踏まえた戦
略的計画の策定、②評価システムの改善等による
先端的研究の支援強化、③学校、博物館、大学の
協同による科学・技術・工学・数学教育の効果の
増大、④大学研究者の多様化支援であり、実現の
ための方策は、①先端的研究のための基盤整備、
②途上国を含む国際連携及び機関連携、③NSFの
優れた人材と管理システムの維持である。
　NSFは、2001‐2006年の戦略的計画の中で、people、
ideas、tools を目標として掲げ、続く2003‐2008 年の
計画においては organization excellence を加えてい
る。今回のビジョンは、これら現方針を踏襲する
ものとなっている。
　このビジョンは、上院の 2006 年度予算ヒアリン
グにおける要望を受けて作成された。その背景に
は、国の厳しい財政事情のもとでは、将来を見通
した上で有望な科学技術を支援する必要がある、
との認識がある。さらに、財政事情に加え、科学
技術の国際化により研究の場が米国外に移ること
になれば、米国の競争優位性を低下させるおそれ
があり、優位性を保つためには、適切な優先順位
付けと戦略が必須である、とこの報告書で述べら
れている。
　2006 年２月に発表された大統領予算教書におい
ては、NSFの 2007 年度予算要求額として前年比
7.9％増の 60 億ドルが示された。これは、ブッシ
ュ大統領が主唱する競争力イニシアチブにおいて、
物理科学と工学の基礎研究予算の拡充、特にNSF、
DOE（エネルギー省）科学局、NIST（国立標準技
術研究所）の３機関の基礎研究費を 10年間で倍増
する計画が示されたことによるものであり、この
ビジョンの達成を後押しする状況となっている。
　NSFは、併せて科学技術資源のデータ収集・分
析も行っており、2006 年２月には科学工学指標
2006を発表している。
参　考
2020 VISION for National Science Foundation：
http://www.nsf.gov/pubs/2006/nsb05142/
nsb05142.pdf
科 学 技 術 動 向　2006年 5月号
10 Science & Technology Trends   May  2006 11
動物実験に関する近年の動向　̶動物愛護管理法の改正・施行を迎えて̶
科学技術動向研究
動物実験に関する近年の動向
̶動物愛護管理法の改正・施行を迎えて̶
重茂　浩美
ライフサイエンスユニット
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　生命科学、ことに人類の生存と
健康維持に直接かかわる健康科学
において、動物実験は重要な役割
を果たしてきた。動物実験で得ら
れた情報が、人や動物の疾病を治
療し予防するための基礎医学・獣
医学研究や医療技術の教育訓練に
おいて多大に貢献してきたことは
言うまでもない。また近年の我が
国においては、食の安全確保や環
境汚染対策が重要課題となってお
り、食にまつわる添加物や病原体、
環境中に残留する化学物質等の有
害性を評価する目的で、動物実験
が有効に活用されている。
　動物実験に関し、国際的な実験
動物福祉の基本原則である「3R
の原則」①に基づく配慮事項を新
たに盛り込んだ法律として、昨年、
「動物の愛護及び管理に関する法
律」２）が改正された（以下、改正
動物愛護管理法）。2006 年６月１
日の本法施行に向けて、関係省に
おいては関係する基準や指針の改
正及び策定作業が進められている。
　3R の原則に基づいて動物実験
を実施することは世界的な潮流で
ある。我が国でも動物愛護管理法
の改正を契機として、関係省によ
る動物実験等の実施に関する基本
指針（以下、動物実験基本指針）
が発効される予定であり、実験実
施機関毎の自主管理体制の整備が
着々と進められている。
　本稿では、我が国における動
物実験の法規上の管理体制につい
て、科学技術上の観点から整理し
た。欧米における動物実験の法規
制状況と照らし合わせ、今後の我
が国における動物実験の自主管理
体制の整備に資する提言を行う。
なお、本文中の動物種等の名称につ
いては、特に断りのない場合、動物
愛護管理法に即した表記にした。
①3R
Replacement、Reduction、Refinement を指す。1959 年に英国の Russell と
Burch によって人道的動物実験の3原則として提唱された理念 1）であり、動物愛護
管理法においてはそれぞれ、科学上の利用の目的を達することができる範囲において、
できる限り動物を供する方法に代わり得るものを利用すること（Replacement）、で
きる限りその利用に供される動物の数を少なくすること（Reduction）、その利用に
必要な限度において、できる限りその動物に苦痛を与えない方法によって行うこと
（Refinement）、を意味する。近年はResponsibility（責任）またはReview（審査）
を加えての4Rが提唱されている。
■用語説明■
2   動物愛護管理法改正の背景と概要 ̶動物実験と実験動物の観点より̶蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
法律における動物実験と
実験動物の位置づけ
　動物愛護管理法は、動物の虐
待防止や適正な取扱い等の動物愛
護に関する事項と共に、動物の管
理に関する事項を定めた法律であ
る。対象動物は人と関わりのある
動物とされており、それには家庭
動物、展示動物、産業動物などと
共に実験動物が含まれている。ま
た、対象動物種は犬・ねこから動
物一般までと、各種規制措置の目
的等に応じて異なることが本法の
特徴である。
　同法における動物実験及び実験
動物の位置づけについては、動物
愛護の観点から同法が定められた
関係上、規制管理の対象は「実験
動物（の福祉向上）」であって「動
物実験（実験動物の利用行為）」
ではないとみなされている②。故
に同法は、動物実験に対して理念
法として機能し、動物実験の必要性
やその方法の科学的妥当性の評価
等、動物実験の内容に直接影響を及
ぼすような規定を有していない。
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２‐２
法改正の背景
本法の制定・改正は全て議員立法
として行われており、1973 年９月
に「動物の保護及び管理に関する
法律」として制定された後（当時
は総務省所管）、1999 年 12 月に現
在の法律名に改正され（以下、旧
動物愛護管理法）、2001 年の中央
省庁再編に伴って環境省へ移管さ
れた後、2005 年６月に再び改正（改
正動物愛護管理法）された。
　1999 年の法改正においては、昨
今の動物愛護思想の普及と、そ
の一方で愛玩動物の遺棄や虐待
等が社会的な関心となったこと
等を踏まえ、愛玩動物の飼養環境
の改善を目的とした規定が盛り込
まれた。しかし、動物実験に係る
規制の導入については「現行の基
準③に基づく自主管理を基本とす
べき」として当時の改正からは除
外された。また、動物取扱業の規
制強化等の諸課題を残していたこ
ともあり、施行後５年（2005 年）
を目処として法施行状況の検討を
行い、必要に応じた所要の措置を
講ずる旨の附則及び課題等を示し
た附帯決議がなされた４、５）。
　各政党においては、動物愛護管
理法が議員立法により制定・改正
されてきた経緯を踏まえて、同法
の見直しのための検討を進めた。
一方、環境省では「動物の愛護管
理のあり方検討会」（2004 年２月
第１回開催）において、同法の施
行状況等に係る調査・検討を行っ
た。これらの検討結果を踏まえ、
2005 年６月、議員立法により再び
法律が改正される運びとなった。
２‐３
法改正の内容
　実験動物あるいは動物実験に関
する規定としては、改正法第 41
条「動物を科学上の利用に供す
る場合」において、実験動物の福
祉と動物実験の倫理に関する規制
事項が定められている。旧法では
国際的な実験動物の福祉に関す
る 3R の原則のうち Refinement の
事項のみが義務事項として定めら
れていたが、改正法においては、
Replacement と Reduction の事項
が配慮事項として追記されたこと
により、3R の原則として整った。
② 実験動物の福祉（動物の愛護）と動物実験の方法
　実験動物の福祉（動物の愛護）と動物実験の方法は基本的に異なる事項として捉え
られている。実験動物の福祉は、｢3Rの理念の遵守という観念的な部分 ｣と、「実験
動物の飼養保管、実験中の苦痛の軽減及び実験終了後の処置（安楽殺処分を含む）等
の適切な実施という実態的な行為部分」等を主な内容としているのに対して、動物実
験は科学研究における科学的妥当性・再現性の確保等がその条件として求められてい
るものであるなど、その行為内容や適正化に係る観点が両者で異なっている 3）。
③現行の基準
　「実験動物の飼養及び保管等に関する基準」（昭和55年3月総理府告示第6号）（以
下、実験動物飼養保管基準）をさす。当基準は2006年 4月に改正・告示された（第
5章参照）。
■用語説明■
3   わが国および欧米における動物実験の規制蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
動物実験に関する国際原則
（図表 1）
　各国の動物実験管理に関す
る法規は、国際医学団体協議会
（CIOMS）が制定した国際原則が
基になっている。この国際原則で
は、3R の原則の再確認と促進の
他、動物の苦痛レベルの評価④や
動物実験の内容を審査する組織の
機能強化等の事項が盛り込まれて
いる。
３‐２
我が国の規制
盧法規上の管理規制
　我が国において、動物実験と実
験動物は法規上で定義されている
（図表２）。動物実験に用いられる
のは、合目的に繁殖・維持・供給
される実験動物であり、具体的に
は実験に多用されるマウスやラッ
ト等の小型げっ歯類をはじめとし
て、犬、ねこ、サル、鳥類等、あ
らゆる動物種が該当する。また
近年では、動物バイオテクノロジ
④動物の苦痛レベル
　3RのうちのRefinement を検討する際の判断基準として作成された苦痛分類のこ
と。複数の分類基準があり、世界的に統一したものはない。我が国では、米国で作成
されたSCAW（Scientists Center for Animal Welfare）の分類に準拠している例
が多く、国立大学法人動物実験施設協議会も解説書を公表している（「動物実験処置の
苦痛分類に関する解説」平成16年6月）。
⑤動物バイオテクノロジー
　遺伝子工学や生殖工学の技術により作出された遺伝子改変家畜を用いて薬品の製造
や異種移植用の臓器生産に利用する技術をさす。畜産と医療が直結する新しい領域と
して注目されている。
■用語説明■
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ー⑤の進展に伴い、豚や牛等の家
畜が実験動物として転用される例
がみられている 10）。
　我が国の動物実験に対する管理
体制は、２‐１で記したように、
規制の倫理原則を法律（動物愛護
管理法）で規定し、規制方法を具
体的に「動物」に関して示した告
示（実験動物の飼養及び保管等に
関する基準）と、「実験」に関し
て示した通知（大学等における動
物実験について、等）にしたがっ
て、各実験実施機関が自主的に動
物実験を規制する方式をとってい
る（図表３）11）。更に各種有害性
の評価試験として動物実験が行わ
れる場合には、薬事法、労働安全
衛生法、化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律、農薬取締
法等の法規により行為規範が指導
されている。実験目的によっては
複数の法規に拘束される場合もあ
るが、それらの法規を包括して一
元的に動物実験を管理する指針等
は策定されていない。
　上記の告示・通知による行政指
導と関連法規に基づく行為規範に
より、実験実施機関はそれぞれ機
関内規程を定め、動物実験委員会
を設置して実験計画の審査・承認
図表１　動物実験、実験動物に関する主な国際的ガイドライン等
規制名（制定 /最新改定年） 制定機関等 規制の概要
人を対象とする生物医学研究に携わる医師のための勧告
（ヘルシンキ宣言）６）
（World Medical Association Declaration of Helsinki Ethical 
Principles for Medical Research Involving Human Subjects）
（1964年／ 2004年）
第 18回世界医師会
（WMA）総会
蘆 生物医学研究における、人および動物の倫理と福祉
を提唱
動物実験についての国際ガイドライン（1974年）７）
（Guidelines for the Regulation of Animal Experimentation）
国際実験動物協議会
（ICLAS）
蘆 現在の動物実験に関する法規等のベースであり、倫
理的枠組みを規定
蘆 ｢3R｣の考えを強調
蘆 動物実験がヒトや動物の健康増進に役立つこと、実
験施行には客観的な判断が必要であること、機関長
の責任等を明示
動物を用いる生物医学研究に関する国際原則（1985年）８）
（International Guiding Principles for Biomedical Research 
Involving Animals） 
国際医学団体協議会
（CIOMS）
動物実験の削減、純化及び代替についての結論と勧告等（ボ
ロニア宣言）（1999年）９）
（Declaration of Bologna）
第３回世界動物実験
代替法学会
蘆 3Rの再確認と促進を提唱
蘆 法的な規制と科学的及び倫理的正当性について勧告
（動物の苦痛レベルの評価や動物実験の審査委員会
の機能強化等）
科学技術動向研究センターにて作成
図表２　動物実験及び実験動物の定義
法規 定義の内容 対象
動物実験
「実験動物の飼養及び保管並びに
苦痛の軽減に関する基準」
（平成18年4月環境省告示第88号）
動物を教育、試験研究又は生物学的製剤
の製造の用その他の科学上の利用に供す
ること
教育、試験研究、生物学的製剤の製造の用、
その他の科学上の利用
実験動物
実験等の利用に供するため、施設で飼養し、
又は保管している動物（施設に導入するた
め輸送中のものを含む）
哺乳類、鳥類及び爬虫類に属する動物
科学技術動向研究センターにて作成
図表３　我が国における動物実験の管理体制
※１  薬事法、労働安全衛生法、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律、農
薬取締法　等
※２ 文部科学省からの各国公私立大学長等あての通知　等
注）実験動物の生産・繁殖施設（農林水産行政）は、本図では省略している。
参考文献 11）より引用
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を行い、実験実施者の教育訓練等
を通じて、自主管理を行っている。
機関内規程は、動物福祉上の取り
扱いや科学的な利用手段を具体的
に指示したものであり、日本学術
会議、譖日本実験動物学会、譖日
本実験動物協会や動物実験関連学
術団体が公表している動物実験指
針をふまえて策定されている（図
表４）。
盪関連団体による認定制度
　我が国においては法規上、動物
実験者の免許制度はないが、譖日
本実験動物協会と譖日本獣医学会
に属する日本実験動物医学会にお
いて、実験動物を取扱う上での必
要な知識や技術の基準を定めてい
る。資格試験によりそれらの水準
を満たしたものについて、前者は
実験動物技術師（日本実験動物協
会認定）、後者は実験動物医学会
認定獣医師のディプロマを授与し
ている。
３‐３
欧米の規制
　欧米における規制の特徴とし
て、動物実験の実施方法や実験
動物の取扱いについて、何らかの
法的規制措置を整備しているとこ
ろが多い。それらの規制の態様は
様々であるが、大別すると、実験
者による自主管理を基本とする米
国やカナダの管理体制と、行政機
関による法規制を主眼とした欧州
の管理体制とに分けられる。いず
れの体制を採るにせよ、欧米では
全国的に統一された動物実験の基
準を設けている点は共通である。
統一基準の作成は、科学アカデミ
ーの下部組織（米国）、政府管掌
NPO（カナダ）など科学研究を推
進する機関が行う国と、EU 指令
等により国内法に反映させる EU
諸国など、国による独自性が見ら
れる。
盧 EU諸国
　「実験その他科学的目的に使用
される脊椎動物の保護のための
欧州協定（European Convention 
for the Protection of Vertebrate 
Animals Use for Experimental 
and Other Scientific Purposes）」12）
及び、「実験あるいは他の科学上
の目的で使用される動物の保護
（Protection of Animals Used for 
Experimental and Other Scientific 
Purposes）に関する EU 指令（EU 
Directive 86/609/EEC）」13）に基づ
いて、各国が動物実験に関する法
令を整備している。特に後者の指
令は、加盟国が自国の国内法とし
て制定することを義務付けるもの
であり、国が実験施設、実験計画、
及び実験者について直接審査・承
認することを定めている。したが
って、国が一定の基準を満たすと
認める施設で、科学的観点と動物
福祉の観点で妥当性を認められた
計画が、免許をもった実験者によ
って行われなければ違法として罰
せられることになっている。
蘆英国
　動物処置法 1986（Animals Act 
1986）14）に基づく中央集権化した
法規制がとられている。この法律
に基づいて内務省は、動物実験施
設・実験計画・動物実験実施者に
対する認定を行っている。
蘆フランス
　動物実験に関する政令第 87‐
848 号（Decret aux Expériences 
Pratiquées sur les Animaux）15）に
基づいて、動物実験施設と動物
実験実施者に対する認定が行われ
ているが、実験計画に対する規制
はない。これは個々の実験者に対
してトレーニングプログラム等に
基づく訓練を徹底させることによ
り、適切な実験が補完できるとい
う考えに起因する。
蘆ドイツ
　動物福祉法（Animal Welfare 
図表４　我が国における動物実験の自主管理に関する主な取組み
国の取組み 日本学術会議、国立大学法人動物実験施設協議会の取組み 関連学会、協会の取組み
蘆 「動物の愛護及び管理に関する法律」昭和
48年法律第 105号、平成 11年７月、12月
一部改正、平成 17年一部改正
蘆 「実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽
減に関する基準」（平成 18年４月環境省告
示第 88号）
蘆 「動物の処分方法に関する指針」平成７年
７月総理府告示第 40号、平成 12年 12 月
一部改正
蘆 「大学等における動物実験について」昭和
62年文部省学術国際局長通知　文学情　
第 141号
蘆 「大学等における実験動物の導入について
（通知）」平成 13年１月文部科学省研究振
興局長通知　12文科振第 42号
【日本学術会議】
蘆 「実験動物ガイドラインの策定について（勧
告）」昭和55年
蘆 「教育・研究における動物の取り扱い―倫
理的及び実務的問題点と提言」平成９年８
月、第 16期生命科学の進展と社会的合意
の形成特別委員会
蘆 「動物実験に対する社会的理解を促進する
ために（提言）」平成 16年７月、第７部報
告
【国立大学法人動物実験施設協議会】
蘆 実験動物の授受に関するガイドライン―マ
ウス・ラット編―平成13年５月最終改定
蘆 動物実験処置の苦痛分類に関する解説、平
成16年６月
蘆 遺伝子組換え動物等取扱いに関する考え
方、平成17年５月
【日本実験動物学会】
蘆動物実験に関する指針
【日本生理学会】
蘆 生理学領域における動物実験に関する基本
的指針
【日本薬理学会】
蘆動物実験に関する日本薬理学会指針
【神経科学学会】
蘆 神経科学学会における動物実験に関する指
針
【日本トキシコロジー学会】 
蘆動物実験に関する日本毒科学会指針
【日本実験動物協会】 
蘆実験動物福祉憲章
蘆実験動物輸送に関する指針
蘆実験動物の安楽死に関する指針
科学技術動向研究センターにて作成
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Act）16）に基づいて管理体制が整
備されている。動物実験に係る認
定は州政府が担っており、英国と
同様に動物実験施設・実験計画・
動物実験実施者に対して行われ
ている。また、動物実験施設毎に
Animal Welfare Officer の任命が
義務付けられており、任命者は実
験計画の審査に要する手続きの責
任を担うことになっている。
盪スイス
　憲法中に動物保護についての
規定があり、それを受けて動物
保 護 法（Animal Welfare Act of 
1978）と動物保護条例（Animal 
Protection Orders of 1981 and 
1991）が定められている他、法的
拘束力のある指針が複数存在す
る 17）。これら法規の施行は州当局
に委譲されており、州当局は動物
実験施設・実験計画・動物実験実
施者に対する認定を行っている。
蘯米国
　 動 物 実 験 は、 動 物 福 祉 法
（Animal Welfare Act）18） に 基 づ
く動物福祉規則（Animal Welfare 
Regulations）に基づいて行われ
ている。また、国の統一指針が全
米科学アカデミーの下部組織であ
る実験動物研究協会（ILAR）で
策定されており（実験動物の管理
と使用に関する指針（Guide for 
the Care and Use of Laboratory 
Animals）、以下、ILAR ガイドラ
イン）19）、この指針に基づいて実
験を行わなければならないこと
になっている。更に、国立衛生
研究所（NIH）から研究資金を得
ている研究については、実験動
物の人道的管理と使用に関する規
範（Public Health Service Policy 
on Humane Care and Use of 
Laboratory Animals）20）を遵守す
ることが義務付けられている。各
実験実施機関は上記の規則に基づ
いて自主管理を行い、適正な動物
図表５　欧米及び我が国における動物実験管理体制の比較
国
法律または規範名
制定年 /最新改正年
所管 対象動物
認定・承認機関
実験者／施設／動
物実験計画書
査察・立入
検査機関
動物実験に関する委員会 指針・基準
??動物の愛護及び管理に
関する法律　　1999/2005
（動物の保護及び管理に
関する法律は1973年制定）
環境省
蘆 犬・ねこに限定し
た適用から動物
一般の適用まで、
規制措置により
異なる。
蘆 愛護動物：人と関
わりのある、哺乳
類、鳥類、爬虫類
に属する動物
なし／なし／実験
実施機関内委員会
なし 蘆実験実施機関内委員会
蘆 法規上の実験動物飼
養管理基準
蘆 各実験実施機関の基
準（平成 18年６月以
降は関係省の基準が
発効予定）
??Animal Welfare Act
（動物福祉法）
1970/1985
農務省
温血動物全て
（マウス、ラットと
鳥類を除く）
なし／農務省長
官／実験実施機関
内委員会
農務省
査察官
蘆 実験実施機関内委員
会：動物実験委員会
IACUC（実験計画書の
審査等）
蘆 実験動物研究協会
（ILAR）の統一指針
蘆 各実験実施機関の
基準
??
Public Health Service Policy
on Humane Care and Use of
Laboratory Animals
（実験動物の人道的管理と
使用に関する規範）2002
国立衛生
研究所
（NIH）
※  NIH から資金を
得ている研究で
使用される実験
動物
なし／実験動物管
理評価・認定協会
（AAALAC） あ る
いは国立衛生研究
所（NIH）／実験
実施機関内委員会
監査を行う
場合あり
蘆 実験実施機関内委員
会：動物実験委員会
　（実験計画書の審査等）
蘆 実験動物研究協会
（ILAR）の統一指針
蘆 各実験実施機関の
基準
???Guide to the Care and Use
of Experimental Animals
（実験動物の管理及び
使用に関するガイド）
カナダ
動物管理
協会
（CCAC）
生きている脊椎動
物、頭足類（タコ、
イカ）
カナダ動物管理協
会（CCAC）／カ
ナダ動物管理協会
（CCAC）／実験実
施機関内委員会
カナダ動物
管理協会
（CCAC） 
蘆 実験実施機関内委員会
ACCs
蘆 カナダ動物管理協会
（CCAC）の統一基準
蘆 各実験実施機関の
基準
??Animals（Scientific
Procedures）Act
（動物（科学的）処置法）
1986
内務省 生きている脊椎動物
内務大臣／内務大
臣／内務大臣
内務省
査察官
蘆 国の委員会：動物処置
委員会（国家の方針を
決定）
蘆 実験実施機関内委員会
ERPs：倫理委員会（実
験計画書の審査等）
蘆法規上の審査基準
????Decret aux Expérience
Pratiquées sur les Animaux
（動物実験に関する政令
第87‐848号）1987
農務省 生きている脊椎動物
農務大臣／農務大
臣／なし
農務大臣
任命の
施設職員
蘆現在はなし
蘆 国の委員会（実験動物
国家倫理委員会）を設
置中
蘆法規上の審査基準
???Animal Welfare Act
（Experimental Animals
Section V）（動物福祉法）
1972/1998
州 脊椎動物
州政府／州政府／
州政府
州政府
蘆 州の委員会（実験実施
機関内委員会はなし）
蘆法規上の審査基準
???Federal Act on Animal
Protection（動物保護法）
1978
政府 脊椎動物
州政府／州政府／
州政府
州政府 蘆州の委員会
蘆 法的拘束力のある
　複数の基準
参考文献 22、23）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
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実験が遂行されているかどうかの
判断については、第３者機関であ
る動物管理認定協会（AAALAC）
が検証を行っている。米国では実
験計画と実験者の認定制度はない
が、全ての研究機関に対して動物
実験委員会（IACUC）の設置が
要求されており、その委員会で実
験計画書の審査・承認が行われて
いる。
盻カナダ
　動物実験の規制に係る法律はな
く、全国統一のガイドライン 21）
により一定基準の管理が行われて
いる。管理体制の中心となってい
るのは、政府管掌の NPO である
カナダ動物管理協会（CCAC）で
あり、動物実験施設の査察等を行
っている。カナダも米国と同様、
実験計画書の審査・承認のための
組織は研究所内に設置することが
義務付けられており、その組織は
動物管理委員会（ACC）と呼ばれ
ている。
３‐４
我が国と欧米の規制の比較
　図表５に我が国と欧米の動物実
験管理体制の比較を示す。
　自主管理を柱としている点で
は、我が国の動物実験管理体制は、
米国やカナダと同様である。米
国では自主管理体制を敷くととも
に、実験施設の届出義務や行政の
査察、及び国内統一の動物実験指
針を運用している。
4   わが国及び欧米における実験動物の使用数蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　実験動物の使用数を把握するこ
とは、動物実験の現状を把握する
ことにつながる。そこで本章では、
我が国及び欧米における実験動物
の使用数を整理した。
　実験動物の使用数と種類の推移
について比較しようとすると、上
述のように我が国と欧米では動
物実験の管理体制に違いがあるた
め、実験動物の使用数等の調査方
法も違いが見られる。
４‐１
我が国における
実験動物の使用数
　我が国においては、実験に供さ
れた動物数の調査報告を義務付け
る法規はない。譖日本実験動物学
会では実験動物使用数調査を行っ
ており、また譖日本実験動物協会
では実験動物総販売数を調査して
いるが、これらはいずれもアンケ
ート調査であるため、我が国で使
用された全ての実験動物数を正確
に反映しているものではない。
４‐２
欧米における
実験動物の使用数
　法規により、教育、研究、安全
性試験等において使われた実験動
物数の調査と公開が義務付けられ
ている国のうち、米国、カナダ、
英国について動物使用数を調査し
た（図表６）。
　全体の傾向として、各国の使用
動物数は横ばい、あるいはやや増
加傾向にある。英国とカナダにお
いては、遺伝子組換えマウスの使
用数が増加しており、それが総動
物使用数の増加につながっている
と考えられている 24）。
　使用される動物種の傾向として
は、英国とカナダではマウスとラ
ットが過半数を占め、それらの動
物が使用総数に占める割合は、最
新のデータでは英国で約85％、カ
ナダでは約52％である。米国では
マウスとラットが法規制の対象外
であるため、それらの動物の正確な
使用数は不明であるが、全米生物
医学研究協会（NABR）では、動物
使用総数の85％～90％がマウスと
ラットであると報告している 25）。
図表６　欧米における実験動物使用数
米国 カナダ 英国
調査年 2000年 26） 2004年 26） 1999年 27） 2002年 28） 2000年 27） 2004年 24）
???
マウス 動物福祉法の
規制対象外
 648,550  759,790  1,606,962  1,910,110
ラット  268,583  332,065  534,973  456,981
イヌ  69,516  64,932  7,444  9,518  7,635  5,570
ネコ  25,560  23,640  2,576  3,561  1,813  498
サル類  57,518  54,998  1,131  2,109  1,494  2,792
その他※  1,133,818  958,388  818,322  996,092  561,849  402,678
合計  1,286,412  1,101,958  1,746,606  2,103,135  2,714,726  2,778,629
※ウサギ、モルモット、ハムスター、家畜、鳥類、両生類、爬虫類、魚類等が含まれる。
※ 動物種の表記については、参考文献の表記に従った。
参考文献 24～ 28）を基に動向研究センターにて作成
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5   動物実験を巡る近年の国内外の動向 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
５‐１
我が国の動向
盧動物実験、実験動物に係る
　指針及び基準の策定・改正
　改正動物愛護管理法で 3R の原
則が明示されたことを受けて、関
係行政機関においては動物実験
及び実験動物に関する指針や基準
が策定・改正された。環境省では
実験動物の飼養・保管と科学上の
利用に必要な限度において、でき
る限り動物に苦痛を与えない方法
によって行うための基準を改正し
た。また文部科学省と厚生労働省
は、それらの所管機関を対象とし
て、科学的観点と動物福祉の観点
でバランスのとれた動物実験を実
施するための基本指針を策定した
（図表７）２、29、30）。これらの指針と
基準は、我が国での動物実験及び
実験動物の管理に関する基本的な
考えを示したものであり、法的強
制力はない。
　文部科学省と厚生労働省が策定
した動物実験基本指針は、実験の
際に遵守するべき基本的考え方を
示したものであり、実際に実験を
行う際には、実験施設の整備・管
理方法や具体的な実験の実施方法
等を示した機関内規程が必要にな
る。両省の基本指針によると、日
本学術会議が定めるガイドライン
を参考にするなどして、実験実施
機関毎に機関内規程を策定するこ
ととしている。
盪動物実験代替法に関する
　研究組織
　動物実験代替法とは、動物を用
いる方法を動物を用いない方法に
置き換えることであり、動物使用
数の削減や動物使用に伴う苦痛の
削減が含まれる。当該方法は、3R
の原則に基づいて動物試験を行う
上では必要不可欠な手法として、
多様な研究が進められている（図
図表７　改正動物愛護管理法の施行に伴い告示あるいは通知される動物実験関連基準
名称
施行年月日
所管省
担当部会等 適用機関等 適用動物 内容
実験動物の飼養及び
保管並びに苦痛の軽
減に関する基準２）
平成 18 年４月告示
（環境省告示第88号）
環境省
中央環境審議会・
動物愛護部会・実
験動物小委員会
実験動物に係る以下の者及び
機関
蘆 管理者（実験動物及び実験
施設を管理する者）
蘆実験動物管理者
蘆実験実施者
蘆飼養者
蘆実験動物生産施設
蘆 実験等に利用するた
め、施設で飼養又は
保管している動物
蘆 動物施設へ輸送中
の動物
蘆 哺乳類、鳥類、爬虫類
※ 畜産目的の動物は
除外
蘆 「実験動物の飼養及び保管等に関す
る基準」（昭和 55年３月総理府告示
第 6号）を改正したもの
蘆 共通基準：動物の健康・安全の保持、
生活環境の保全、危害等の防止、記
録管理の適正化、人獣共通感染症に
係る知識の習得、輸送時の取扱い、
施設廃止時の取扱い
蘆 個別基準：実験等の実施上の配慮事
項、実験動物生産時の配慮事項
研究機関における動
物実験等に関する基
本指針 29）
平成 18 年６月告示
予定
文部科学省科学
技術・学術審議会
研究計画・評価分
科会
ライフサイエン
ス委員会
動物実験指針検
討作業部会 
文部科学省所管の研究機関等
蘆大学
蘆大学共同利用機関法人
蘆高等専門学校
蘆同省所管の施設等機関
蘆同省所管の独立行政法人
蘆 民法第 34条の規定により
設立された同省所管の法人 
蘆 実験等に利用するた
め、施設で飼養又は
保管している動物
蘆哺乳類、鳥類、爬虫類
蘆責任主体の明示：各機関の長
以下の事項は機関毎に行うこととして
いる。
蘆機関内規程の策定
蘆動物実験委員会の設置
蘆教育訓練等の実施
蘆自己点検・評価
※ 文部科学省指針では、自己点検と評
価を行うとともに、その結果につい
て検証を行うよう努めることとして
いる。
蘆情報公開
厚生労働省の所管す
る実施機関における
動物実験等の実施に
関する基本指針 30）
平成 18 年６月以降
通知予定
厚生労働省厚生
科学審議会科学
技術部会 
動物実験等を実施する機関で
あって、次に掲げるもの（こ
れに係る動物実験等を実施す
る附属の研究所等も含む）
蘆厚生労働省の施設等機関
蘆 独立行政法人（厚生労働省
所管のもの）
蘆 民法（明治 29年法律第 89
号）第 34条の規定により
設立された法人（厚生労働
省所管のもの）
蘆 その他の厚生労働省が所管
する法人
蘆 動物実験等のため、
施設で飼養し、又は
保管している哺乳類、
鳥類、爬虫類
検討中 日本学術会議 検討中 検討中
実験実施機関毎の機関内規程策定に
おいて、参考となる動物実験ガイドラ
イン
参考文献２、29、30）を基に科学技術動向研究センターにて作成
科 学 技 術 動 向　2006年 5月号
16 Science & Technology Trends   May  2006 17
動物実験に関する近年の動向　̶動物愛護管理法の改正・施行を迎えて̶
表８）。これらの研究に基づく新
規試験法の開発とそれに続くバリ
デーション⑥によって、行政試験
（化学物質の審査等）として受け
入れるための検討も、世界中で進
められている。
　我が国においては、日本動物実
験代替法学会（JSAAE）が動物実
験代替法研究の中心的役割を果た
してきており、2005 年 11 月には
研究拠点として国立医薬品食品衛
生研究所・安全性生物試験研究セ
ンター内に日本代替法評価研究セ
ンタ （ーJaCVAM）が設立された
ことによって、動物実験代替法研
究の発展が期待されている。
蘯 実験動物の体系的な収集・保存・
提供システムの構築　―ナショナ
ルバイオリソースプロジェクト―
　同プロジェクトは、文部科学省
の委託事業「新世紀重点研究創生
プラン（RR2002）」の一環として
2002 年７月から実施されている事
業であり、国が戦略的に整備する
べきバイオリソース（実験動植物、
各種細胞、各種生物の遺伝子材料
等）について、2010 年を目処に国
際的レベルで体系的な収集・保存・
提供等を行うための体制整備が進
められている。これらのバイオリ
ソースの種類は、2006 年５月１日
時点で、計 24 種である 32）。
　同プロジェクトにおいては実験
動物が体系的に収集・保存されて
いる。計画的な実験動物の繁殖・
維持・使用が可能になれば、結果
として、動物実験の適正化と実験
動物の福祉向上につながると考え
られる。
盻 遺伝子組換え動物に対する
　新たな飼育区画の設定
　我が国で行われる遺伝子組換
え動物の研究開発は、カルタヘナ
議 定 書⑦（Cartagena Protocol on 
Biosafety）の国内担保法として
2004 年２月から施行された「遺伝
子組換え生物等の使用等の規制に
よる生物の多様性の確保に関する
法律」（平成 15 年法律第 97 号）（以
下、カルタヘナ法）、「研究開発等
に係る遺伝子組換え生物等の第二
種使用等に当たって執るべき拡散
防止措置等を定める省令」（平成
16 年１月文部科学省・環境省令第
１号、以下、研究開発二種省令）潯、
及び研究開発等に係る省令に基づ
く告示（平成 18 年２月改正、文
部科学省）を遵守して行われてい
る33、34）。
　研究開発二種省令には、動物実
験の際の拡散防止措置が明記され
ており、非閉鎖系の「特定飼育区
画」（柵などで囲われた区画）が
新たに設置されている。「特定飼
育区画」の適用は、組換え動物が
有する組換え核酸が同定済みであ
ることや、病原性等に関係しない
等、研究開発二種省令で規定され
た要件を満たす場合に限られてい
る。これが適用される場合、組換
え動物の習性に応じた二重の逃亡
防止設備と個体識別の手段を完備
することにより、場所は限られる
にしても自然により近い状態での
屋外飼育が可能になる。
　カルタヘナ法の施行以前、組換
え動物はその大小に拘らず閉鎖系
環境で飼育されており、大型の動
物は運動スペースの確保が難しい
⑥バリデーション
　ここでは、新規の安全性評価試験を開発する際に必要な手順をさしており、試験結
果の信頼性と再現性を証明し、それが特定の毒性試験として利用できるだけの確実性
があることを確認するための作業である。
⑦カルタヘナ議定書
　1992年の国連環境サミットで制定された生物多様性条約を受けて2000年１月に
採択されたものであり、遺伝子組換え生物等（LMO：Living Modified Organism）
の使用による生物多様性への悪影響（ヒト健康への影響を考慮したもの）を防止する
ことを目的としている。対象となるのは遺伝子組換え農作物や微生物などで、人の医
薬品は含まれていない。本議定書の締結国は132ケ国となっている（2006年 3月
1日現在）。
⑧カルタヘナ法における遺伝子組換え生物等の使用規制
　カルタヘナ法においては、遺伝子組換え生物等（LMO）の使用等に先立ち、第一種
使用等（栽培や輸入などの開放系利用）と第二種使用等（遺伝子組換え生物の実験室
や工場等における非開放系利用）という使用形態に応じた措置が実施されることにな
っている。このうち、第二種使用等は、拡散防止措置を執って行う使用等を示しており、
研究開発等に際しての拡散防止措置（文部科学省所管）と、産業上の利用に際しての
拡散防止措置（財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、環境省共管）に分け
て定められている。
■用語説明■
図表８　動物実験代替法開発の主な研究対象
急性毒性試験（動物数の削減、細胞毒性試験法）
眼粘膜刺激性試験（細胞毒性試験法、蛋白変成試験他）
皮膚一次刺激性試験（細胞毒性試験法、皮膚三次元モデル）
皮膚透過性試験（摘出皮膚法）
光毒性試験（細胞毒性試験法、共有結合性試験、ヒスチジン酸化法）
皮膚感作性試験（蛋白結合試験、培養ヒト皮膚細胞法、ランゲルハンス細胞試験、皮膚透
過性試験、局所リンパ節増殖試験）
変異原性試験
発癌性試験（短期試験法※、細胞変異試験、ペルオキシゾーム増殖試験）
生殖毒性試験（培養胚試験、培養肢芽試験）
太字で示したものはin vitro 代替法の開発が特に活発なもの。
※  P53（癌抑制遺伝子）ノックアウトマウス、部分肝切除動物を用いたプロモーター能評価
試験                                                                                                                            参考文献 31）より引用
科 学 技 術 動 向　2006年 5月号
18 Science & Technology Trends   May  2006 19
動物実験に関する近年の動向　̶動物愛護管理法の改正・施行を迎えて̶
等の動物福祉上の問題があった。
「特定飼育区画」は適用範囲が限定
されるが、その設置は動物福祉上、
大きな意義を持つと考えられる。
５‐２
欧米の動向
　化学物質の有害性評価などにお
いて、動物実験代替法が積極的に
取り入れられ、動物実験を削減す
るための取組みが盛んに行われて
いる。一方、英国においては近年、
動物実験のライセンスを取得して
いる実験者や実験施設に対する妨
害行為等を取締まる法律が制定さ
れたことにより、動物実験を保護
する動きが高まっている。
盧動物実験を制限する法規制等の
　制定
　動物を用いた化粧品の安全性評
価試験を禁止する EU 指令や、動
物実験代替法に関するガイドライ
ンが各国で検討されている（図表
９）。
　経済協力開発機構（OECD）で
は、高生産量化学物質を取扱う
上で必要とされる安全性点検デ
ータについて、加盟国間で相互
に受入れを図る目的で、評価試
験方法を標準化するテストガイ
ドラインの策定を進めている。そ
こでは、「安全性試験における
倫理的な実験法について（Draft 
Guidance Document: Recognition, 
Assessment and Use of Clinical 
Signs as Humane Endpoints for 
Experimental Animals Used in 
Safety Evaluation Studies（Oct. 
1998）」に基づいて、急性毒性を
評価するための指標として行われ
ていた 50％致死量（LD50）を求め
る実験法を廃止し、より使用動物
数が少ない方法を採択する等の、
3R の原則に基づく実験方法が採
択されている（図表 10）。
 
盪動物実験代替法の開発と
　代替法センターの拡大
　動物実験代替法の研究は欧米
では早くから行われており、1990
年代の半ばには動物実験代替法
の開発や評価に関する業務を行
う専門機関が設置された。著名
な機関として、EU はヨーロッ
パ代替法バリデーションセンタ
（ーECVAM）40）、米国は代替法バ
リデーション省庁間調整委員会
（ICCVAM）41）が挙げられ、両機
関は共同バリデーションを実施す
るなど、密接に連携している。最
近では、英国において国立 3Rs 代
替法センター（NC3Rs）42）が 2004
年に新設されており、動物実験代
替法に対する行政レベルの積極的
な取組みが行われている。
図表９　近年の動物実験に関する海外の主な規制
制定年月 機関 規制内容
2001年 12月 35）
経済開発協力
機構（OECD）
LD50 算出を目的とした急性毒性試験法（化学物質試験法
ガイドライン 401）の廃止の合意と代替法（使用動物数
の削減が可能な化学物質試験法ガイドライン 420、423、
425）の採択（廃止の執行は 2002年 12月）
2002年７月 36） ドイツ
ドイツ連邦共和国基本法（憲法）第20a条改正公布・施行
動物保護規定の導入
2003年３月 37） EU理事会
化粧品に関するEU 理事会指令　76/768/EECの第７次
改正公布
2009年までに、動物を用いた安全性試験の全面禁止（一
部の試験は2013年までに禁止）
2004年５月 38）
国際獣疫
事務局
（OIE）
動物福祉の原則に関する指針を採択
畜産動物の福祉に関する ｢5つの自由 ｣（飢え渇きからの
自由、肉体的苦痛と不快からの自由、外傷や疾病からの
自由、恐怖や不安からの自由、正常な行動を表現する自
由）、及び動物実験における｢3Rの原則 ｣を明示
2005年７月 39） 英国
｢動物の権利 ｣を主張する過激派を取締まる法律が施行
動物実験従事者および実験施設の保護が目的
参考文献 35～ 39）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
図表 10　化学物質の安全性評価に関する最近のOECDテストガイドライン
【急性毒性試験】
TG420　急性経口毒性試験‐固定用量法（2001年 12月 20日更新）
TG423　急性経口毒性試験‐クラス法（2001年 12月 20日更新）
TG425　急性経口毒性試験‐アップダウン法（2001年 12月 20日更新）
【急性吸入毒性試験】
TG433　急性吸入毒性試験‐固定用量法（2002年 10月ドラフト受理）
TG436　急性吸入毒性試験‐クラス法（2004年 12月ドラフト受理）
【急性経皮毒性試験】
TG434　急性経皮毒性試験‐固定用量法（2004年５月ドラフト受理）
【皮膚感作性試験】
TG429　局所リンパ節増殖試験（2003年更新）
【皮膚腐食性試験】
TG430　in vitro 皮膚腐食性試験（TER法）（2004年４月採択）
TG431　in vitro 皮膚腐食性試験（ヒト皮膚モデル試験）（2004年４月採択）
TG435　in vitro 皮膚腐食性試験（膜透過性試験）（2004年５月ドラフト受理）
TG：テストガイドライン                                                                                         参考文献 31）より引用
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　3R の原則が世界中の動物実験
実施者に浸透し、動物実験代替法
研究が精力的に進められている一
方、動物実験は今もなお有力な解
析手段として採用されている。動
物実験は、脳・神経系の高次機
能や細胞間クロストークなどの複
雑な生命現象を解明し、医療技術
等を開発する上で有効な手法であ
り、また、近年問題となっている
新興・再興感染症に対する治療・
予防法を確立するための研究や、
環境汚染物質の有害性を評価する
際にも動物実験は有効活用されて
いる。このような動物実験の採用
の場は多様性を増しており、この
傾向は近い将来においても継続す
るものと考えられている。
　昨年の動物愛護管理法改正を契
機にして定められた動物実験基本
指針と実験動物の適正な飼養管理
に関する基準により、我が国にお
いては動物実験と実験動物双方の
管理体制が整備されつつある。第
３章で示したように、我が国の動
物実験管理体制は実験実施機関毎
の自主管理を柱としており、その
体制の実質的な規制は、関係行政
機関からの告示・通知による行政
指導と関連法規に基づく行為規範
が担っている。上記の基準や指針
は、この自主管理体制の整備を進
めるものであり、我が国独自の動
物実験管理体制を構築していく上
でのマイルストーンといえる。
　今後、我が国で行われる動物実
験の自主管理体制を整備していく
ためには、上述のような動物実験
基本指針等を担保する措置が必要
であると考えられる。その点を考
慮し、本章では、我が国において
今後、動物実験の自主管理体制を
整備していく上で必要な方策につ
いて述べる。
6   わが国における動物実験の自主管理体制を整備するための方策 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
動物実験実施機関に対する
評価機関の設置
　米国やカナダにおいては、実
験実施機関内に設置された動物
実験委員会がその機関内で行わ
れる個々の動物実験の妥当性を審
査する一方で、第３者機関が実験
実施機関の管理体制を検証してい
る（米国では実験動物管理認定協
会（AAALAC）、カナダではカナ
ダ動物管理協会（CCAC））。一方、
我が国では個々の動物実験の審査
方式は米国やカナダと同様である
が、実験実施機関自体を評価する
ための組織は存在しない。
　国際的な学術雑誌においては、
動物実験を行った研究論文が投
稿された場合、科学的観点での審
査に加えて、実験動物の倫理的な
取り扱いも審査の対象となってい
る。したがって投稿論文に対して
倫理上の観点から疑義がある場合
には、その論文は不採択となって
いる。我が国においてはこれまで、
動物実験を取り入れた研究の成果
が国際的な学術雑誌に多数掲載さ
れてきたことから、我が国におけ
る動物実験実施機関毎の自主管理
体制は、国際的にも遜色のないレ
ベルでこれまで行われてきたと考
えられる。しかし一方では、各機
関の間で管理基準の格差が生じる
可能性は否定しきれない。かかる
問題を解消するためには、各実験
実施者が関係行政機関で策定され
た動物実験基本指針を遵守して、
自主管理システムを十分に機能さ
せるための努力を注ぐことが必要
不可欠であることは言うまでもな
く、加えて実験実施機関に対する
評価システムを構築することが必
要であると考えられる。この評価
システムは、自主管理体制の客観
性と透明性を今まで以上に高める
ためにも欠かせないものである。
　上記の機能を完備した評価シス
テムには、いろいろな様態がある
と考えられるが、本稿ではその１
つとして、動物実験実施機関を評
価するための専門機関の設置を提
言する。当該機関の役割は、実験
実施機関における機関内規程の内
容やその運用状況を評価し、適宜、
指導等を行うことであり、個々の
動物実験計画書等を審査する役目
は持たない。個々の動物実験計画
を評価の対象外とすることは、動
物実験を用いた研究における知的
財産権の保護や、毒性等の評価試
験におけるプライバシー保護の観
点で配慮するべきことである。
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び諸外国の動物実験に関する法規
制を中心として、本稿全般にわた
りご討論いただきました。東京大
学大学院農学生命科学研究科・獣
医学専攻・実験動物学研究室・久
和茂 助教授には、遺伝子組換え
動物の取扱いと福祉に関する貴重
なご意見をいただきました。ここ
に関係の皆様に厚く御礼申し上げ
ます。
科 学 技 術 動 向　2006年 5月号
20 Science & Technology Trends   May  2006 21
動物実験に関する近年の動向　̶動物愛護管理法の改正・施行を迎えて̶
参考文献
01）  Russell, W.M.S. and Burch, R.L. 
（1959）The Principles of Humane 
Exper imenta l  Techn ique .  
L o n d o n :  Me t h u e n .（Web
版 ）：http://altweb.jhsph.edu/
publications/humane_exp/het-
toc.htm
02）  「動物の愛護及び管理に関する法
律」に係る法規集、環境省自然
環 境 局：http://www.env.go.jp/
nature/dobutsu/aigo/law_series/
law_index.html
03）  第 6 回動物の愛護管理のあり方
検討会資料１（平成 16 年８月４
日開催）：http://www.env.go.jp/
nature/dobutsu/aigo/meeing/
pdf/h16_06/mat01.pdf
04）  環境省中央環境審議会動物愛護
部会（第１回）議事録（平成 13
年３月 19 日開催）
  http://www.env.go.jp/council/
14animal/y140-01a.html
05）  動物愛護管理法の改正概要につ
いて、環境省中央環境審議会動
物愛護部会（第９回）資料２（平
成 17 年８月４日開催）：
  http://www.env.go.jp/council/
14animal/y140-09/mat02.pdf
06）  World Medical Association 
Declaration of Helsinki Ethical 
Principles for Medical Research 
Involving Human Subjects（ヘル
シンキ宣言）：http://www.wma.
 net/e/policy/pdf/17c.pdf
07）  ICLAS（ 国 際 実 験 動 物 協 議
会 ）Special Reprints. Guidelines 
for the Regulation of Animal 
Experimentation. 1974
08）  CIMOS（国際医学団体協議会）
  International Guiding Principles 
f o r  B i omed i c a l  Re s e a r ch  
Involving Animals.：
  http://www.cioms.ch/frame_1985
 _texts_of_guidelines.htm
09）  Declaration of Bologna（ ボ ロ ニ
ア宣言）：http://wwwsoc.nii.ac.
 jp/jsaae/bo-e.html
10）  山内一也、異種移植―21 世紀
の驚異の医療―河出書房新社、
1999 年
11）  「環境省中央環境審議会動物愛護
部会（第９回）」資料７法改正に
伴い策定等が必要となる主な政
省令等「実験動物の福祉」と「動
物実験の適正化」に関する管理
体制について（平成 17 年８月４
日開催）：
  http://www.env.go.jp/council/
14animal/y140-09/mat07-2.pdf
12）  European Convention for the 
Protection of Vertebrate Animals 
Use for Experimental and Other 
Scientific Purposes. （欧州協定）：
  http://www.uku.fi/vkek/Sopimus/
convention.html
13）  EU 指令 86/609/EEC：
  http://europa.eu.int/comm/food/
fs/aw/aw_legislation/scientific/
86-609-eec_en.pdf
14）  Animals（Scientific procedures）
Act1986（英国動物処置法）：
  http://www.archive.official-
documents.co.uk/document/hoc/
321/321-xa.htm
15）  フランス「動物実験に関する政
令」1987 年 10 月 19 日（実験動
物海外技術特集 No. ６）：
  http://jsla.lin.go.jp/kaigai-sp/sp-
kaigai06.html 
16）  Sect ion V Experiments on 
Animals（ドイツ動物福祉法）：
  h t t p : / / www . m e d . a k i t a -
u.ac.jp/̃doubutu/regulation/
GermanAWA.html
17）  青木人志、動物の比較法文化―
動物保護法の日欧比較―、有斐
閣社、2002 年
18）  A n im a l  W e l f a r e  A c t  a s  
Amended（7 USC, 2131‐2156）（米
国動物福祉法）：
  http://www.nal.usda.gov/awic/
legislat/awa.htm
19）  Guide for the Care and Use of 
Laboratory Animals（1996）（ILAR
の 基 準 ）：http://www.nap.edu/
readingroom/books/labrats/
index.html
20）  Public Health Service Policy 
on Humane Care and Use of 
Laboratory Animals. Office of 
Laboratory Animal Welfare. 
Amended August, 2002（米国 NIH
による規範）：
  http://grants.nih.gov/grants/
olaw/references/phspol.htm
21）  List of CCAC Guidelines （カナダ
動物管理協会のガイドライン）
 http://www.ccac.ca/en/CCAC_
  Programs/Guidelines_Policies/
GDLINES/Guidelis.htm
22）  「第６回動物の愛護管理のあり方
検討会」参考資料３実験動物に
関する各国の規制の概要（平成
16 年８月４日開催）：
  http://www.env.go.jp/nature/
dobutsu/aigo/meeing/pdf/
h16_06/mat01.pdf
23）  松田幸久、諸外国の動物実験に
関する規制状況と動物実験委員
会の役割：
  http://www.med.akita-u.ac.jp/
̃doubutu/jalam/2001/2001.html
24）  Statistics on the Use of Animals, 
UK Home Office（2004 年英国の
動物使用数）：http://www.official-
documents.co.uk/document/cm67/
6713/6713.pdf
25）  National Association for Biomedical 
Research（全米生物医学研究協会）：
 http://www.nabr.org/
26）  Number  o f  An ima l s  Used 
by Research From the First 
Reporting Year（FY1973）to 
the Present, United States 
Department of Agriculture（米国
の実験動物使用数）：
  http://www.aphis.usda.gov/ac/
awreports/awreport2004.pdf
27）  松田幸久、第４回国際代替法
学会で見られた使用動物数と
動物種の最近の動向：http://
www.med.akita-u.ac.jp/̃doubutu/
matsuda/kougi/daitaiho.html
28）  Canadian Council on Animal 
Care. Annual Report 2004‐2005
（カナダの動物使用数）：http:/
科 学 技 術 動 向　2006年 5月号
20 Science & Technology Trends   May  2006 21
動物実験に関する近年の動向　̶動物愛護管理法の改正・施行を迎えて̶
/www.ccac.ca/en/Publications/
PUBLICAT/Annualre/ccac_ar_
 2004-2005_en.pdf
29）  「研究機関における動物実験等に
関する基本指針（案）」、文部科
学省ライフサイエンスポータル
サイト、審議会等における取組
み、動物実験指針検討作業部会：
  http://www.lifescience-mext.jp/
policies/shingikai.html
30）  「厚生労働省における動物実験
等の実施に関する基本指針（案）
について」厚生労働省第 31 回厚
生科学審議会科学技術部会（平
成 18 年５月 18 日開催）
31）  大野泰雄、現在の動物実験代替
法の状況について、平成 17 年度
譖日本実験動物協会動物実験法
研修会
32）  文部科学省ライフサイエンスポ
ータルサイト内ナショナルバイ
オリソースプロジェクト情報公
開サイト：
 http://www.nbrp.jp/index.jsp
33）  文部科学省「遺伝子組換え生物
等の規制による生物の多様性の
確保に関する法律」のホームペ
ー ジ：http://www.mext.go.jp/
a_menu/sh i nkou/ se ime i /
kumikae.htm
34）  久和茂「産業動物と実験動物分
野におけるカルタヘナ法」、譖日
本実験動物協会教育セミナーフ
ォーラム 2006「実験動物及び畜
産分野におけるトランスジェニ
ック技術」
35）  OECD Chemica ls  Test ing-
Guidelines：http://www.oecd.org/
 department/0,2688,en_2649_34377
 _1_1_1_1_1,00.html
36）  渡邉斉志、ドイツ連邦共和国
基本法の改正―動物保護に関す
る規定の導入　外国の立法 214
（2002.11）：http://www.ndl.go.jp/
jp/data/publication/legis/214/
21406.pdf
37）  European Commission（2003）
DIRECTIVE 2003/15/EC OF THE 
EUROPEAN PARLIAMENT 
AND OF THE COUNCIL of 
27 February 2003, Amending 
Council Directive 76/768/EEC on 
the Approximation of the Laws 
of the Member States Relating 
to Cosmetic Products, Official J. 
European Union, L66/26.
38）  72nd Annual General Session 
of the International Committee 
of the World Organization for 
Animal Health（OIE）．：
  http://www.oie.int/eng/press/
en_040528.htm 
39）  Monday 31 January 2005 10:09
（GNN（Government News 
Network）News）,  Hewi t t  
Ann o u n c e s  N ew  L aw  t o  
Crack Down on Animal Rights 
Experiments（英国の新法）：
  h t t p : / /www . gnn . g ov . u k /
environment/detail.asp?Release
 ID=143791%0D
40）  ECVAM（ヨーロッパ代替法バ
リデーションセンター）：
  http://ecvam.jrc.cec.eu.int/
index.htm
41）  ICCVAM（米国代替法バリデー
ション省庁間調整委員会）：
 http://iccvam.niehs.nih.gov/
42）  NC3Rs（英国国立3Rs代替法セン
ター）：http://www.nc3rs.org.uk/
※ URL は 2006 年５月１日時点のも
のを示した
AAALAC： American Association for the Accreditation of Laboratory 
Animal Care「実験動物管理認定協会」（米国）
ACC：Animal Care Committee「動物管理委員会」（カナダ）
CCAC：Canadian Council on Animal Care「カナダ動物管理協会」
CIOMS： Council for International Organization of Medical Sciences「国際
医学団体協議会」
ECVAM： European Center for the Validation of Alternative Methods「ヨー
ロッパ代替法バリデーションセンター」
IACUC：Institutional Animal Care and Use Committees「動物実験委員会」（米国）
ICCVAM： Interagency Coordinating Committee on the Validation of 
Alternative Methods「代替法バリデーション省庁間調整委員会」（米国）
ICLAS： International Council on Laboratory Animal Science「国際実験動物
協議会」
ILAR： Institute for Laboratory Animal Research, Component of the 
National Research Council, National Academy of Science「実験動物
研究協会」（米国）
JaCVAM： Japanese Center for the Validation of alternative Methods「日
本代替法評価研究センター」
JALAS： Japanese Association for Laboratory Animals Science「日本実験
動物学会」
JSAAE： Japanese　Society for Alternative to　Animal Experiments「日本
実験動物代替法学会」
NABR： National Association for Biomedical Research「全米生物医学研究協会」
NC3Rs： National Center for the Replacemnet, Rifinement and Reduction 
of Animals in Research「国立3Rs代替法センター」（英国）
NIH：National Institutes of Health「国立衛生研究所」（米国） 
■用語説明■
ライフサイエンスユニット
重茂　浩美
科学技術動向研究センター
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
蘋
獣医師、博士（農学）。ヒトや動物の疾病
に関する分子病理学的研究に従事後、現職。
食品、微生物、化学物質等の生活環境因子
に係る安全確保のための科学技術政策に興
味をもつ。
執　筆　者
科 学 技 術 動 向　2006年 5月号
22 Science & Technology Trends   May  2006 23
一人一人の環境保全行動の実践に向けて　̶環境教育の推進と環境モニタリング情報の活用̶
科学技術動向研究
一人一人の環境保全行動の
実践に向けて
̶環境教育の推進と環境モニタリング情報の活用̶
 福島　宏和 浦島　邦子
環境・エネルギーユニット
1   まえがき蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　温室効果ガス排出削減目標に関
する京都議定書が 1997 年に合意
され、日本は 2008 年～ 2012 年に
おける排出量の目標を、1990 年
排出量に対して６％削減としてい
る。1990 年から 2002 年までの排
出部門毎の CO2 排出量の変化１）
は、産業部門：1.7％削減、工業
プロセス部門：14.0％削減、エネ
ルギー転換部門：0.3％削減となっ
ているが、廃棄物部門：43.2％増、
家庭部門：28.8％増、運輸部門：
20.4％増、業務・その他：36.7％増
となっている。割合的には依然と
して産業部門が多いものの、京都
議定書の目標を達成するには、国
民一人一人のエネルギー問題に対
する関心の喚起と理解の促進も重
要である。地球温暖化問題以外の
大気汚染や水質汚染、廃棄物等の
様々な環境問題に対しても、誰か
が取り組むべき問題であるという
意識から脱却し、国民一人一人が
当事者意識を持って取り組むこと
が極めて重要であると言える。し
かしながら、エネルギー問題や環
境問題に対する国民の意識調査結
果では、特に若年層（20 代）を中
心に意識が低いことを示唆してお
り、各個人の取組が大きな意義を
持つ環境教育の普及は早急に対応
すべき課題と考えられる。
　環境教育の大きな目的は、地
球温暖化問題や大気汚染問題、水
質汚染問題、廃棄物問題等の様々
な環境問題に対する各個人の環境
保全行動を推進させることであ
り、その過程は、①環境の現状
把握と問題認識、②個人が取り
組める具体的行動の理解、③個人
の環境保全行動の実施と継続、の
３つの段階から成る。ここでは、環
境教育を通して環境保全行動を推
進するために必要な取組について
述べる。
2   環境教育の充実の必要性 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
環境に関する意識調査結果
　図表１は、環境白書（2004 年
版）に報告された環境意識に関す
る国際比較２）である。図表１によ
れば、我が国の国民の意識は、「個
人が努力しても環境浄化のために
できることは多くない」、という
意見が他国に比較して多い結果と
なっている。図表２～４は、環境
省が実施した、「環境にやさしい
ライフスタイル実態調査」（2003
年度調査）の結果３）である。図表
図表１　個人の環境保全行動の効果に対する意識（国際比較）
参考文献２）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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２は、我が国において個人が実施
する環境保全行動がどの程度の効
果を及ぼすかを、年齢別に調査し
た結果であり、特に 20 代の若年
層において、「個人の環境保全行
動が役に立っている」という意見
が少ない。図表３は、省エネルギ
ーに関する意識調査を年齢別に実
施した結果である。「環境保全や
資源節約のために良いことだと思
う」という意見は、幅広い年齢層
において９割以上の人々が抱いて
おり、省エネルギーに対する必要
性は高いとされている。しかし、
実際の行動に関する質問では、「具
図表２　個人の環境保全行動の効果に対する意識（日本：年齢別）
性別 年齢別
全体 男性 女性 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
調査数（Ｎ）  1171  545  602  109  169  201  280  258  135
非常に役立っている  2.0  2.6  1.7  1.8  1.8  2.5  0.7  1.9  5.2 
まあ役立っている  46.1  45.0  46.7  27.5  45.6  50.2  42.9  51.9  50.4 
あまり役立っていない  28.8  33.0  25.1  34.9  32.5  27.9  32.9  26.0  17.0 
全く役立っていない  1.8  1.8  1.7  3.7  1.2  1.5  0.7  2.3  2.2 
わからない  18.9  16.0  21.8  30.3  18.9  17.9  20.4  13.6  19.3 
無回答  2.4  1.7  3.2  1.8  0.0  0.0  2.5  4.3  5.9 
参考文献３）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
図表３　省エネルギーついての意識（年齢別）
性別 年齢別
全体 男性 女性 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
調査数（Ｎ）  1267  586  652  118  177  212  287  288  163
環境保全や資源節約のために
良いことだと思う
 91.6  91.1  92.7  94.9  97.2  98.6  96.2  86.4  77.3 
具体的に何をしていいか
分からない
 29.2  26.7  30.9  45.8  27.1  28.8  30.0  27.1  22.1 
手間や時間がかかる・面倒だ  25.5  25.0  25.7  33.1  30.5  26.0  27.5  18.4  22.7 
参考文献３）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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体的に何をしていいかわからな
い」、「手間や時間がかかる・面倒
だ」といった意見が、特に若年層
（20 代）において多くなっている。
また、図表４は、環境保全行動に
関する意識調査結果であるが、「環
境保全のために、自分でできるこ
とはすべきである」といった意識
は、幅広い年齢層において９割以
上の人々が持っている。しかし、
行動に関する質問に対しては、「自
分に何ができるかわからない」、
「行っても効果を実感できない」、
「定期的に行ったり、長続きをさ
せたりするのがむずかしい」とい
った意見が、特に若年層（20 代）
において多くなっている。
　図表５は、環境情報への感心と
満足度に関する意識調査結果４）で
ある。ここでは、「日常生活が環
境に及ぼす影響」、「環境問題が生
活に及ぼす影響」、「地域環境の情
報」、「地球環境問題の情報」等の
多くの項目への関心度が75％以上
であるのに対して、これらの情報
が得られているという満足度につ
いては低い結果となっている。
図表４　環境保全行動についての意識（年齢別）
性別 年齢別
全体 男性 女性 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
調査数（Ｎ）  1267  586  652  118  177  212  287  288  163
環境保全のために、自分に
できることはすべきである
 94.5  93.8  95.2  94.9  99.4  97.7  97.9  91.3  85.2 
自分に何ができるかわからない  38.7  37.5  40.1  60.2  38.4  36.8  43.2  34.7  27.6 
行っても効果を実感できない  37.2  33.5  40.6  61.1  48.0  43.3  37.2  27.1  19.0 
定期的に行ったり、長続き
させたりするのがむずかしい
 42.1  42.0  43.0  64.4  52.0  47.1  41.4  34.4  27.0 
参考文献３）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
図表５　環境情報に対する関心と満足度
参考文献４）をもとに科学技術動向研究センターにて作成 (N=1,267)
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２‐２
環境教育への取組
　人々が環境問題に対して意識を
持ち、環境保全行動の実施と継続
を行えるようにすることを目的と
する環境教育が国際的に展開され
たのは、環境問題をテーマとした
最初の国際会議である「国連人間
環境会議」（1972 年、ストックホ
ルムにて開催）に始まる。本会議
で採択された「人間環境宣言」の
中で、その重要性が明確に指摘
されたのを契機として、ユネス
コ（UNESCO）／国連環境計画
（UNEP）を中心として、環境教
育の国際的な取組が進められた。
1975 年にはベオグラードで「国際
環境教育ワークショップ」が 60
カ国、96 名の環境教育専門家の
参加を得て開催され、その際にと
りまとめられた「ベオグラード憲
章」において、「環境とそれに関
わる問題に気づき、関心を持つと
ともに、当面する問題の解決や新
しい問題の発生を未然に防止する
ための知識、技能、態度、意欲、
遂行力を身に付けた人々を育てる
こと」の重要性とそのための環境
教育の内容、在り方等のフレーム
ワークが示された５）。
　これを受けて、1977 年にトリビ
シにて政府間会議が開催され環境
教育の目標として、図表６に示す
内容が示され、その後の環境教育
の基本となった。
　このなかで、環境教育が他の学
習と異なる点は、環境教育は単な
る知識ではなく活動に参加するこ
とと行動することが求められてい
る点である。つまり、環境教育の
成果は、実際に社会生活を営むな
かで行動として現れ、何らかの効
果として現れなければならないと
いうことである７）。
　我が国で、環境教育の取組が急
速に広まったのは、昭和 60 年代
（1985 年から）に入ってからであ
る。1988 年３月、環境庁の環境教
育懇談会が、環境教育の基本的考
え方を明らかにして以降、国にお
いて積極的な環境教育・環境学習
の取組が進められた。当時、環境
教育・環境学習への関心が高まり
始めた背景には、特定の発生源に
対する厳しい環境規制が効果を発
揮して産業公害が一応沈静化しつ
つある一方で、日常生活や通常の
事業活動が大きな原因となってい
る都市・生活型公害については改
善が見られず、むしろ悪化してい
たことが挙げられる。
　1993 年に成立した環境基本法
では、「環境の保全に関する教育
及び学習の振興」を環境保全のた
めの主要な施策の一つとして規定
し、我が国においても、環境教育・
環境学習の重要性が法制上位置付
けられた。
　また、地球温暖化問題と深く
関係するエネルギーの利用に関し
て、国民の理解を深めることが重
要な課題となっており、1997 年４
月に開催された「第 26 回総合エ
ネルギー対策推進閣僚会議」にお
いては、ライフスタイルの見直し
を含めた、一人一人のエネルギー
問題への一層の取組や、資源・エ
ネルギーに関する教育の充実等
の重要性が取り挙げられた５）。ま
た、2005 年９月には、エネルギ
ー環境に関連した教育を底上げ
し、国民のエネルギー問題への関
心喚起と理解促進を目的として、
日本エネルギー環境教育学会８）が
設立され、その活動が展開され始
めている。
　環境教育は、各年齢層の各個人
が学校、家庭、地域、職場等、様々
なフィールドにおいて、ただ単に知
識を身に付けるだけではなく、今ま
では気付かなかったか、自分とは関
係がないと思っていた環境問題を
自分に大きく関連する問題として
捉え、それに向けて具体的な行動
を継続する実践力が極めて重要で
ある。環境教育を通した環境問題
に対する取組は、これからもます
ます大きな意義を持つ。
図表６　環境教育の目標（トリビシ宣言）
関心
社会集団と個々人が、環境全体及び環境問題に対する感受性や関心を獲得すること
を助ける。
知識
社会集団と個々人が、環境全体及びそれにともなう問題について基礎的な知識を獲
得し、様々な経験をすることを助ける。
態度
社会集団と個々人が、環境の改善や保護に積極的に参加する動機、環境への感性、
価値観を獲得することを助ける。
技能 社会集団と個々人が、環境問題を確認したり、解決する技能を獲得することを助ける。
参加
環境問題の解決に向けたあらゆる活動に積極的に関与できる機会を、社会集団と
個々人に提供する。
参考文献６）より
3   日本の環境教育と環境先進国の環境教育事例 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
日本の環境教育の現状
　持続可能な社会の実現に向け
て、環境教育は子供から大人まで
幅広い年齢層を対象に、様々な場
面において積極的に進められなけ
ればならない。また、環境教育は、
環境保全に向けた具体的な行動に
つなげることが重要であるため、
実践や体験を重視した方法が望ま
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しい。図表７に、日本の環境教育
の推進施策の概念図９）を示す。実
践や体験を重視した環境教育を展
開するには、①人材の育成、②プ
ログラムの整備、③情報提供、④
場や機会の拡大、が重要である。
これらは、後述する、初等中等教
育における環境教育、高等教育に
おける環境教育、社会教育におけ
る環境教育、の全てにおいて重要
である。また、各省庁間の連携強
化、国と地方公共団体の役割分担
及び連携強化、民間事業者等を活
用した環境教育等の推進、等が推
進面で重要であるとともに、国際
図表７　 日本における環境教育の推進施策の
概念図
参考文献９）より
図表８　学習指導要領における環境教育に関わる主な内容（1998 年改訂の学習指導要領）
小学校 中学校 高等学校
社会科、
公民科
（３・４学年）
藺 飲料水、電気、ガスの確保や廃棄物
の処理と自分たちの生活と産業のか
かわり
（５学年）
藺 公害から国民の健康や生活環境を守
ることの大切さ
藺 国土の保全や水資源の涵養のための
森林資源の働き
（地理的分野）
藺環境やエネルギーに関する課題
（公民的分野）
藺 公害の防止など環境の保全
藺 地球環境、資源・エネルギー問題に
ついて課題学習
（現代社会）
藺公害の防止と環境保全
藺地球環境問題などについて課題学習
（政治・経済）
藺公害防止と環境保全
理科
（６学年）
藺 自然環境を大切にする心やよりよい
環境をつくろうとする態度
（第１分野）
藺 環境との調和を図った科学技術の発
展の必要性
藺 人間が利用しているエネルギーには
水力、火力、原子力など様々あること、
エネルギーの有効利用の大切さ
（第２分野）
藺 自然環境を調べ、自然環境は自然界
のつり合いの上に成り立っているこ
との理解
　自然環境保全の重要性の認識
（理科総合Ａ）
藺 化石燃料と原子力及び水力、太陽エ
ネルギーなどの特性や有限性及びそ
の利用
（理科総合Ｂ）
藺 水や大気の汚染、地球温暖化、生物
の多様性などを取り上げ、生物と環
境とのかかわり、地球環境の保全の
重要性などを扱う
生活科
（１・２学年）
藺 自分と身近な動物や植物などの自然
とのかかわりに関心をもち、自然を
大切にすること
家庭科、
技術・家庭科
（５・６学年）
藺 環境に配慮した自分の家庭生活の
工夫
（家庭分野）
藺 自分の生活が環境に与える影響につ
いて考え、環境に配慮した消費生活
の工夫
（家庭基礎・家庭総合・生活技術）
藺 環境負荷の少ない生活を目指して生
活意識や生活様式を見直すこと
体育、
保健体育
（３・４学年）
藺 健康に過ごすためには、生活環境を
整えることが必要であること
（保健分野）
藺 環境の保全に十分配慮した廃棄物の
処理の必要性
藺 地域の実態に即して公害と健康の関
係を取り扱う
（保健）
藺 人間の生活や産業活動は、自然環境
を汚染し健康に影響を及ぼすことも
あること、このための様々な対策
藺 学校や地域の環境を健康に適したも
のとするよう基準が設定され、環境
衛生活動が行われていること
道徳
（５・６学年）
藺自然環境を大切にする
藺自然の愛護
総合的な
学習の時間
藺体験的、問題解決的な学習を行う 藺体験的、問題解決的な学習を行う 藺体験的、問題解決的な学習を行う
太字は新学習指導要領において新たに追加                                                                                                                                                               参考文献 11）より
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的な協力体制も有効である。現在、
環境教育に関する国際協力として
は、アジア・太平洋地域諸国にお
ける環境教育の充実および普及を
図るため、ユネスコ・アジア太平
洋地域教育開発計画（APEID）へ
の協力の一環として、専門家を我
が国に招致してセミナーを開催す
るとともに、財団法人ユネスコ・
アジア文化センターにおける環境
等に関する教材の開発および普及
の支援が行われている 10）。
盧初等・中等教育における
　環境教育
①制度
　我が国の初等・中等教育におけ
る環境教育としては1965年前後の
公害問題等を契機として、社会科、
理科、保健体育科等で環境に関す
る内容が取り扱われはじめ、その
後、内容の充実が進められてきた。
1989 年の小・中・高等学校学習指
導要領の改訂では、環境教育は環
境に関わる内容の理解だけにとど
まらず、環境問題の解決に必要な
能力を育成することの重要性、す
なわち社会の変化に主体的に対応
できる能力や態度の育成、体験的
な学習や問題解決的能力の育成が
強調された。1998 年（高等学校は
1999 年）に改訂された学習指導要
領においては、社会科や理科など
の各教科における環境に関わる内
容の一層の充実が図られた。ここ
では、新設された「総合的な学習
の時間」において、環境問題につ
いて、体験的・問題解決的な学習
を通して、教科横断的・総合的に
学習を深めることができるよう改
善充実が図られた 11）。図表８に、
1998 年に改訂された学習指導要領
における環境教育に関わる主な内
容を示す。なお、2004 年度には小
学校の 75.3％、中学校の 52.8％が
「総合的な学習の時間」において、
環境を課題とした学習に取組んで
いる 12）。
②小中学生の意識
　図表９は、環境省が実施した、
小中学生版「環境にやさしいライ
フスタイル実態調査（2003 年度
調査）」結果の中の環境問題に対
する考え方を示す 13）。この結果よ
り、「ものの無駄づかいをしたり、
大量のごみを出したりする今の生
活は改めた方がよい」、「環境問題
は自分にも影響がある問題だと思
う」といった考え方は広く浸透し
ていることがわかる。しかし、「環
境保全のために積極的に行動した
い」といった行動意欲に関しては
更なる意識喚起が望まれる。
　先に記述した図表２～４の意識
調査結果では、20 代の若年層にお
いて、環境問題に取り組む意識が
図表９　小中学生の環境問題に対する考え方
参考文献 13）をもとに科学技術動向研究センターにて作成（N=2,221）
低いという結果となっていたが、
1998 年の学習指導要領に基づいて
開始された、各教科や「総合的な
学習の時間」を通した環境教育の
更なる充実が進められれば、今後
は若年層の環境問題に対する取り
組む意識の向上が期待される。
③教職員の意識
図表 10 と図表 11 は、C国立環境
研究所により小中学校の教職員を
対象に実施された、「環境教育・
環境学習の推進に関するアンケー
ト調査」の結果である。図表10は、
環境教育・環境学習に取り組むと
きの問題点を示しており、小中学
校ともに、「予算が少ない」につ
いで、「時間の確保が困難である」
図表 10　環境教育・環境学習に取り組むときの問題点
参考文献 12）より
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の意見が多くなっている。また、
「取り組み方法がわからない」、「指
導者研修の機会が少ない」等の意
見も 20％前後であり、教職員の環
境教育に関する指導力の向上が必
要である。ここでは、図表７に示
した①人材育成、②プログラムの
整備、③情報提供、等における課
題が伺える。また、図表 11 は、「取
組頻度」に関する結果を示す。小
中学校ともに、取組頻度の高い学
校と低い学校が混在しており、④
場や機会の拡大という面でも課題
があることがわかる。これらの結
果より、環境学習を行うための支
援の充実、全ての学校における環
境学習の一層の推進が求められて
いると言えよう。
盪高等教育における環境教育
　大学等における環境に関する
教育研究は、様々な学部・学科
において実施されており、環境に
関わる人材の養成も、大学等の自
主的・自律的な取組として推進
されている。現在、国立大学に
おいては 52 大学に、公私立大学
においては 133 大学に「環境」と
名の付く学部・学科が設置され
ており、また、国公私立合わせて
576 大学において環境に関する授
業科目が開設されている 10）。ま
た、環境マネジメントシステム規
格である ISO14001 の認証を取得
した大学では、環境マネジメント
システム（EMS：Environmental 
Management System）構築に学
生を参加させることを通して、実
践的な環境教育の取組が展開され
始めている。このように、環境に
関する教育は多くの大学で展開さ
れ、より望ましい状況になりつつ
ある。今後は、環境問題に対して
意識の低い学生をも含めて、更に
多くの学生が環境に関する科目を
受講して、環境保全行動の実践力
を習得できることが望まれる。
　また、前述した初等・中等教育
において環境教育がより確実に実
践されるためには、より多くの教
師が環境教育の基本を身につける
必要がある。しかし、図表 10 に
示された結果のように、「取り組
み方法がわからない」指導者が
20％前後いることから、指導者へ
の環境教育の徹底は急務である。
現在の大学の教員養成課程の中で
は、環境教育は必修科目としては
位置付けられていない。よって、
これからの初等・中等教育にお
ける環境教育の徹底に向けて、環
境教育の人材育成といった観点か
ら、教員養成課程での環境教育科
目の必修化が強く望まれる。
蘯社会教育における環境教育
　環境教育は、子供から大人まで
幅広い年齢層を対象に、学校以外
にも社会の様々な場面において積
極的に進められなければならない。
　社会教育施設における環境教育
は、公民館、図書館、博物館など
の社会教育施設が中核となってい
る。環境問題を含む地域における
種々の課題を総合的に把握した上
で、事業の企画、実施、評価を一
体的に行うモデル事業が実施され
ている。また、その成果の全国的
な普及啓発を行うことを通じ、社
会教育の一環としての環境教育が
推進されている。特に、環境に関
する子どもの体験活動としては、
地域の身近な環境問題をテーマ
に、子どもたちが自ら企画し、継
続的な体験学習を行う体験型環境
学習が推進されている 10）。
　現在、社会教育における環境教
育の「場や機会の拡大」への取組
は、多くの省庁によって、図表 12
に示したような施策が展開されて
いる。図表 13 はその一例であり、
小中学生が誰でも参加できる環境
についての活動「こどもエコクラ
図表 11　環境教育・環境学習の取組頻度
12 30 21 19 10 8
16 38 22 14 8 3
19 38 22 14 5 3
15 28 18 25 8 8
8 25 16 25 14 10
7 23 25 21 11 14
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合計（n=250） 
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1年（n=46） 
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3年（n=47） 
1年（n=37） 
2年（n=37） 
3年（n=40） 
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5年（n=44） 
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年に1回程度 
毎週 
年3～4回程度 
その他 不明 
月1回程度 月2～3回程度 
18 30 12 18 10 12
20 26 13 20 11 11
21 30 11 14 14 11
13 34 13 19 6 15
年1回程度 年3～4回程度 月1回程度 月2～3回程度 毎週 その他 
参考文献 12）より（小学校N=64、中学校N=60）
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ブ」の認知度に関する調査結果（環
境省実施）であるが、認知度はま
だ 23.9％という結果であった。現
在展開されている活動に関する情
報提供を、より積極的に行うこと
が必要である。
３‐２
環境先進国の環境教育事例
盧環境指標の世界ランキング
　環境パフォーマンス指数
（Environmental Performance 
Index：EPI）とは、環境パフォー
マンスの目標を設定し、各国の環
境持続可能性についての達成状況
を評価するものである 14、15）。EPI
はエール大学の環境スクールとコ
ロンビア大学地球研究所の環境専
門家らにより作成された指標で、
結果は毎年発表されている。EPI
は環境汚染防止と天然資源管理の
成果を量的に評価する手法の一つ
であり、環境に関する政策決定の
参考にされている。2006 年 EPI
の国別環境パフォーマンスランキ
ン グ（Pilot 2006 EPI） で は、 ニ
ュージーランドが１位、以下、ス
ウェーデン、フィンランド、チェ
コ、イギリスの順となっており、
日本は 14 位であった。ちなみに、
米国は 28 位であり、環境衛生の
項目では最高の評価を受けたもの
の、再生可能エネルギー、温室効
果ガス排出および水資源などの重
要項目で高得点を得ることができ
なかった。
盪スウェーデンの環境教育事例
　ここでは、EPI で２位と評価さ
れている環境先進国スウェーデン
における環境教育を紹介する。大
きな特徴は、以下に示すように就
学前の教育や社会教育の充実等が
挙げられる 17、18）。
蘆 保育園において、あらゆる学
習の基礎を築く重要な段階であ
る就学前の幼児を、地域の自然
（水辺、里山、森林）に出向か
せ、さまざまな遊びや楽しい活
動（自然体験）を通して、環境
に対する興味を持たせ、自然の
循環を学ばせる活動（ムッレ活
動①）が広く取り込まれている。
蘆 環境教育の主体は、自治体、公
立や私立の保育園・幼稚園、小
学校、中学校、高校、大学の
教育機関、企業、財団などの
NPO 等、多様にわたっている。
しかも、それぞれの施設や機関
は、共通の政策や目標を共有し
ているため、単独に活動するの
ではなく、他の施設や機関と協
働して活動を展開している。
蘆 自治体の議会や行政方針が実際
の学校教育に強く結びついてお
り、各自治体はローカルアジェ
ンダ 21②に積極的に取組んでい
る。また、その活動は市民レベ
ルで認識され、浸透している。
蘆 環境教育を進めていくうえで、
社会教育施設（博物館等）が有
効的に活用されている。
　スウェーデンにおいて、幼児期
から五感を通した自然体験型環境
教育が重要視されているのは、自
然に接する年齢が幼ければ幼いほ
ど、その子供は将来、自然に対す
る興味が大きくなるという考えに
基づいている。実際に自然の中で
自然の循環（水の循環、空気の循
環、生物の循環（食物連鎖）等）
を学ばせることにより、ヒトも自
然の大きな循環の一部であること
を理解させ、環境問題を引き起こ
さないための基本となる考えを定
着させている。また、教わった内
容を子供たちが家庭で話すという
行為により、家族ぐるみで環境に
ついて考えるようになり、親たち
への教育効果も期待されている。
　兵庫県・市島町では、スウェー
デンの環境教育の一つである「森
の妖精ムッレ活動」を 1990 年か
ら導入している。図表 14 はその
教育効果を調べるアンケート結果
（2000 年）の一部（中学生２年生
に対する環境問題に関する意識）
である 18）。「環境問題に関心があ
る」、「環境問題は世界の重要な問
題であると思う」といった質問に
対して、ムッレ活動の経験者と非
経験者とに大きな差がでており、
日本においてもムッレ活動の有効
性が検証されている。
　スウェーデンの保育園で展開さ
れている、幼児期からの自然体験
型学習は、今後の日本の環境教育
を充実させる上での大きな示唆と
なる。また、スウェーデンにおけ
る、環境教育の主体間の強い協働
体制の確立、ローカルアジェンダ
21 の市民の取組、等も学ぶべき点
として挙げられる。
①ムッレ活動
　スウェーデンの野外生活推進協会が開発した、5、6才の幼児を対象にした自然教
育プログラムにもとづいて、現在、保育園で展開されている。この活動は、地域に密
着した就学前段階の環境教育活動として、人口880万人のスウェーデンにおいて、
40年間で200万人以上の子供たちが参加している。。
②ローカルアジェンダ21
　1992年に開催された国連環境開発会議（UNCED）で採択されたアジェンダ21
が目指す持続可能な開発（Sustainable Development）の実現に向けて、地方にお
いて環境政策の行動計画として策定されるものである。
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施策名 実施省 概要
?????
環境教育リーダー研修基礎講座 文部科学省環境省 継続
教員及び地域の活動実践リーダーを対象に環境教育の基本的知識の習得と体験学習を重視した研修を
行い、学校の児童生徒や地域の人々に対する環境教育・環境学習を推進
森林環境教育の推進 農林水産省文部科学省（一部） 継続
森林体験学習等の指導者や企画運営者の研修、森の子くらぶの受け入れ体制の整備、学校林の整備・
活用とモデル学校林の設定等の条件整備を実施
環境学習フェア 文部科学省 継続 環境教育担当教員の資質向上のため、環境学習フェアを開催
海辺の達人養成講座 国土交通省 継続 18歳以上の男女を対象に海辺において安全に活動するために十分な知識と技量を兼ね備えた指導者の育成の実施
自然環境保全活動に関する
人材育成 環境省 継続
自然公園指導員に対する研修の実施、パークボランティアの養成、自然解説活動指導員の育成等を
実施
????????環境教育実践普及事業 文部科学省 継続 環境のための地球学習観測プログラム（GLOBE）モデル校や環境教育推進モデル地域を指定するなど、環境教育に関する優れた実践を促し、その成果を全国へ普及
愛知万博での
環境教育・環境学習啓発事業 環境省 継続 愛知万博会場において実施する、環境教育・環境学習の啓発事業について検討
地球温暖化問題に関する児童・
生徒への効果的な環境教育実施
事業
環境省 新規
児童・生徒が、地球温暖化問題の重大性を正しく認識・理解し、地球温暖化防止のための行動が「習
慣」として実行できるようにするため、学校向け学習教材を作成するとともに、教材を有効に活用す
るためのモデル授業を行う
????
環境教育・環境学習に関する
総合的な情報提供
文部科学省
環境省 継続
環境教育・環境学習に関する多様な情報を収集し、インターネットで幅広く提供する総合的なデータ
ベースを公開、運用
消費者の自主的活動の推進 経済産業省 継続 消費者の自主的活動の推進
大気環境保全に関する
普及啓発事業 環境省 継続
市民参加による酸性雨の簡易測定の普及「大気汚染防止月間」における各種キャンペーン、全国星空
継続観察、音環境モデル都市事業等の大気環境保全に関する普及啓発の実施
水環境保全に関する
普及啓発事業 環境省 継続
河川における水生生物による水質調査の実施、身近な水辺の整備等の水環境の保全に関する普及啓発
の実施
???????
省庁連携子ども体験型環境学習
推進事業
文部科学省、農林
水産省、国土交通
省、環境省
継続 地域の身近な環境をテーマに、子どもたちが自ら企画し、継続的な体験学習を行う事業を実施
エコスクール
パイロット・モデル事業
文部科学省、経済
産業省、農林水産
省、環境省
継続 太陽光発電、木材利用、雨水利用、断熱材の導入など環境にやさしい学校施設（エコスクール）のモデル的整備を推進（平成16年度：98校認定）
「子どもの水辺」再発見
プロジェクト
文部科学省、国土
交通省、環境省 継続 子供たちの体験活動の場として河川利用を促進
自然再生事業対象地の環境学習
への活用
農林水産省、国土
交通省、環境省 継続
各地で取組が開始される自然再生事業において、その対象地が自然環境学習の場として活用されるよ
う必要な協力に努める
子どもパークレンジャー事業 文部科学省環境省 継続
子どもたちが自然保護や環境保全の大切さを学ぶため、全国各地の国立公園等において、自然保護官
の行う環境保全活動等に参加する事業を実施
豊かな体験活動推進事業 文部科学省 拡充 「体験活動推進地域・推進校」、「地域間交流推進校」、「長期宿泊体験推進校」を指定するとともに、新たに命の大切さを学ばせるのに有効な体験活動について調査研究を実施
国立青少年教育施設における
環境学習事業 文部科学省 継続
独立行政法人国立少年自然の家などの国立青少年教育施設において、青少年の環境学習に資する事業
を実施
森林体験学習等の安全管理手法
の開発及び普及 農林水産省 継続
森林体験学習等における安全管理等の全国的な実態把握と調査結果の分析・類型化等を通じた安全管
理手法の開発と普及啓発を実施
遊々の森 農林水産省 継続 国有林のフィールドを学校等の体験学習の場として利用できる「遊々の森」の設定を推進
森林環境教育窓口設置 農林水産省 継続 自然体験等に関する幅広い相談に応じるため、森林環境教育に関する相談窓口を全国の森林管理局・署に設置
学びのもりの推進 農林水産省 新規 子どもたちの継続的な森林体験活動を通じた森林環境教育の場、市民参加や林業後継者育成に資する林業体験学習の場等の森林・施設の整備を実施
国民参加の
森林づくり活動の推進 農林水産省 継続
植樹祭等の緑化行事等の普及啓発や企業の社会貢献活動としての森林づくりをはじめとする森林ボラ
ンティア活動や高校生が一定期間山村に滞在し行う森林保全活動への支援を実施
海辺の自然学校 国土交通省 継続 港湾等における干潟・藻場・砂浜等の豊かな自然を市民が体験する場と機会を提供することにより、海辺の環境に対する理解を深め、良好な自然環境の保全と、安全で豊かな海辺環境の形成を促進
水辺の楽校プロジェクト 国土交通省 継続 川を活かした環境教育の推進を図るため自然環境あふれる安全な水辺を創出
子どもの水辺サポートセンター 国土交通省 継続 ライフジャケットの貸し出しなど、水辺での活動の推進や水資源問題の啓発を実施する「子どもの水辺サポートセンター」を開設（http://www.mizube-support-center.org/）
環境学習の拠点となる
都市公園等整備事業 国土交通省 継続
国営公園における環境学習に資するフィールドの整備、自然環境の保全、環境学習プログラムの提供
や地方公共団体による身近な自然とふれあう環境ふれあい公園の整備等を推進
世界子ども水フォーラム・
フォローアップ 国土交通省 新規 子どもたちが水に関わる諸問題について継続的に考える場を提供
我が家の環境大臣事業 環境省 新規
生活の中心となる家庭における環境保全活動等の取組を推進するため、インターネットを活用した「エ
コファミリー事業」や、複数の家族が集まり地域等で活動することをサポートする「ファミリーエコ
クラブ事業」を実施
こどもエコクラブ事業 環境省 継続 小中学生の地域における自主的な環境活動を支援するため、「こどもエコクラブ」の結成、登録を呼びかける事業を実施
学校等エコ改修・
環境教育モデル事業 環境省 新規
学校校舎における環境負荷低減のための改修等のハード整備と、これを活用した学校、地域での環境
教育事業等のソフト事業を一体的に推進するモデル事業を実施
国立公園等の施設整備 環境省 継続 国立・国定公園等の歩道、キャンプ場等の基幹的利用施設、高度な自然学習や自然探勝のフィールド、エコミュージアム等の整備を推進
図表 12　環境教育に関する施策
参考文献 16）より
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図表 13　「こどもエコクラブ」の認知
知っている 知らない 無回答
全体
小学生
中学生
男性
女性
政令指定都市
10万人以上
10万人未満
町村
性
別
都
市
規
模
別
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ N
2,221
1,265
956
1,112
1,097
237
1,018
379
587
23.9 1.1
0.8
1.6
1.2
0.8
2.1
1.2
0.5
1.0
75.0
66.8
85.8
77.0
73.2
84.0
72.9
72.0
76.8
32.4
12.7
21.9
26.0
13.9
25.9
27.4
22.1
参考文献 13）より
図表 14　ムッレ活動が環境問題に対する意識に及ぼす効果
中学2年生、N=148                                                               参考文献 18）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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４‐１
環境保全行動への過程
　以上のように日本においては、
環境教育を一層進めるとともに、
環境教育が各個人の環境保全行動
に結びつくような施策が必要と考
えられる。環境教育が目指す「環
境保全行動への過程」は、大きく
分けて、次の３段階、①環境の現
状把握と問題認識、②個人が取り
組める具体的行動の理解、③個人
の環境保全行動の実施と継続、か
らなる（図表 15 参照）。段階①と
段階②には、環境に関する情報を
分かり易く効果的に提供すること
が重要であり、段階③は各個人が
取り組める行動の支援システム・
機器の普及が効果的である。
　以下に、各段階で有効と考えら
れる手段を提案する。
４‐２
環境に関する問題意識の喚起と
環境保全に向けた
具体的行動の理解の促進
（段階①と②）
盧環境に関する問題意識の喚起
　（段階①）
　一般的に、環境問題は認識しに
くく実感として捉えにくい面があ
図表 15　環境保全行動への過程
科学技術動向研究センターにて作成
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るが、この主な要因は、環境の現
状や変化を視覚的に捉えにくいた
めと考えられる。例えば、地球温
暖化の主原因物質である CO2 が
大量に排出されたとしても、この
ガスは無色無臭であるため、その
排出量の変化を直接認識すること
は難しい。つまり、多くの人が環
境問題（大気汚染度、水質汚染度、
エネルギー消費量、等）をより身
近な問題として捉えられるように
するには、身近な指標・分かりや
すい単位を使って表示することが
有効であると考えられる。例えば、
エネルギー使用量をCO2 排出質量
に換算して、具体的な単位にて表
示することにより、問題意識の喚
起を促すことができる。
　また、単に測定値を表示するだ
けではなく、環境基準（目標とす
る基準値）等との比較情報（環境
汚染の深刻度）や警告情報（現状
が継続すると発生しうる問題の例
示）も、問題意識の喚起に有効と
なる。
盪環境保全に向けた具体的行動の
　理解の促進（段階②）
　次の段階は、各環境問題に対し
て個人が取り組める具体的行動を
理解をさせることである。ここで、
具体的行動に関する情報を提供
する際に、「環境保全行動の結果、
得られる効果の表示」が効果的
と思われる。具体的な数値（例え
ば、自動車の走行を削減した距離
と削減された排出 CO2 量の関係、
食用油を排水口から流した場合の
油の量と水質浄化に必要な水量の
関係、電化製品の待機電力と排出
CO2 量の関係、等）を表示するこ
とは、行動意欲の向上といった側
面で有効である。
蘯メディアによる環境情報の伝達
　（段階①と②）
　環境モニタリングにより、環境
の現状や変化の数値化・可視化を
行い、環境保全に向けた具体的行
動を理解させる際には、様々なメ
ディアを通して情報を発信するこ
とが必要である。情報発信は、特
に環境問題に対する意識の低い人
を対象にする必要がある。
　インターネットを利用した情報
の提供は、環境問題に対して意識
の高い人に対しては、極めて有効
である。例えば、多くの日本国内
の大気測定局でモニタリングされ
た大気汚染情報はインターネット
を利用した「大気汚染物質広域監
視システム（そらまめ君）」によ
りリアルタイムに情報を入手する
ことができる 19）。しかし、意識の
低い人は情報を発信しているサイ
トにアクセスする可能性が低い。
意識の低い人向けには、環境モニ
タリングにより得られた情報に視
覚的効果を加え、多くの人々が問
題意識として捉えられる情報に加
工した上で、一方的に情報を発信
する手法を採ることが有効と考え
られる。例えば、人通りの多い場
所に設置された電光掲示板（液晶
掲示板）、電車内に設置された液
晶表示器を媒体とした情報の発
信、また、現在盛んになりつつあ
るテレビやラジオを利用した情報
発信も有効と考えられる。なお、
環境問題に対する意識が比較的低
い若年層に対しては、若者向けの
テレビ番組や若者の集まる地域で
の情報発信が特に有効と考えられ
る。
４‐３
環境保全行動の継続
（段階③）
　最後に必要な段階は、環境保全
行動の実施と継続である。環境保
全行動を持続させるには、各個人
の行動が環境保全へ及ぼす効果を
具体的な指標によって、フィード
バックさせる仕組みを取り入れる
ことが非常に重要である。また、
経済的インセンティブを働かせる
ために、金銭という指標を用いて
フィードバックさせることも有効
である。現在、展開されつつある
例を以下に示す。
盧CO2排出量を指標とした
　環境家計簿
　日々の生活において環境に負
荷を与える行動や環境保全行動を
「環境家計簿」に記録する提案が
なされている。この「環境家計簿」
により、各家庭から排出される
CO2 量を各家庭で把握することが
可能となる。CO2 量の削減活動の
図表 16　環境家計簿の例
参考文献 21）より
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一人一人の環境保全行動の実践に向けて　̶環境教育の推進と環境モニタリング情報の活用̶
効果はフィードバックされて次の
行動につながるため、環境保全行
動の継続が容易となる。消費者は
具体的な数値で自分の家庭がどれ
だけ環境負荷をかけているかを知
ることができ、無駄なエネルギー
消費やごみの量などの削減に結び
つけることが容易となる。また同
時に、家計負担を減らすという経
済的インセンティブが働く効果も
期待できる 20）。図表 16 に環境家
計簿の例 21）を示す。また、環境
家計簿のシステムを職場単位、地
域単位といったグループで普及さ
せることができれば、より大きな
効果が期待できる。
盪燃費情報を指標とした
　自動車用車載モニター
　家庭から排出されるCO2 のうち
自家用車から排出される割合が約
３割を占めている。したがって、
各個人が取り組むことができる環
境保全行動の一つであるエコドラ
イブ（燃料消費を抑制し、CO2 削
減に貢献する運転方法）の普及は、
地球温暖化対策の観点からも重要
である。エコドライブを継続させ
るツールとして、燃費情報をリア
ルタイムで表示する車載モニターが
有効である。運転者は運転状態に
よって変わる燃費情報がリアルタ
イムで得られるため、省エネ意識
を常時持ち続けてエコドライブを
継続することが容易となる 22）。
　このような、フィードバック機
能を持つ機器を低価格で普及させ
ることにより、エコドライブの普
及は加速される。
蘯CO2排出量と使用料金を
　指標とした消費電力モニター
　電力消費量を、リアルタイムで
具体的指標であるCO2 排出量や使
用料金に換算して、モニター表示す
ることにより、各個人の省エネ行動
を継続させることが容易となる。
　学校や職場、家庭にこのような
モニター機器を低価格で供給ある
いは各機器にモニター機能を装備
することにより、大きな効果が期
待できる。
5   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　環境問題やエネルギー問題を解
決するには、一人一人のライフスタ
イルの変革が必要である。そのため
に、各個人の環境保全行動につな
がる環境教育の普及や環境モニタ
リング情報の活用が有効である。
　環境教育は、学校や社会の様々
な場面で、広範囲の年齢層の国民
に対して展開されなければならな
いが、その普及に向けては様々な
方法が考えられる。学校教育にお
いては、環境教育のための支援の
充実、環境教育の一層の推進が望
まれる。環境保全行動の実施に向
けては、環境に関する問題意識の
喚起や環境保全への具体的な行動
に関する情報を提供することが重
要である。また、環境保全行動の
継続に向けては、行動の効果をフ
ィードバックできるシステムや機
器の普及が重要である。以下に注
目すべき３点を示す。
① 初等・中等教育における環境教
育の支援の充実と高等教育にお
ける環境教育の一層の推進
　現在、初等・中等教育において
は、「総合的な学習の時間」や各
教科において環境教育が実施され
ているが、学校間に取組頻度に差
が見られ、教職員の指導力の向上
など環境学習を行うための支援の
充実が望まれる。
　高等教育においては、環境問題
に対する意識の低い学生を対象に
環境教育科目の履修の推進が望ま
れる。また、将来、児童・生徒に
対して環境教育を行うという意味
で、大学での教員養成課程におけ
る環境教育科目の履修の必修化も
望まれる。
② 環境に関する問題意識の喚起と
環境保全に向けた具体的行動の
理解の促進
　環境保全行動に向けての第一段
階として、問題意識を喚起するに
は、環境の現状や変化をモニタリ
ングして数値化・可視化すること
が重要である。またその際、具体
性のある単位による表示、環境基
準等との比較情報や警告情報の表
示が有効である。
　環境保全行動に向けての第二段
階では、環境保全につながる具体
的行動に関する情報を提供するこ
とが有効である。その際、環境保
全行動による効果を表示すること
がより望ましい。
　上記の情報は、環境問題に対す
る意識が低い人々を対象に伝達す
ることが特に重要である。そのた
め、問題意識が低い人々でも、容
易に問題意識が持てるように視覚
効果などを使った情報加工が必要
になる。情報のメディアとしては、
人通りの多い場所に設置された電
光掲示板（液晶掲示板）や、テレ
ビ等の利用が効果的である。
③ 環境保全行動の継続を容易にす
るフィードバック機能を備えた
システム・機器の普及と開発
　各個人の環境保全行動の継続は
重要である。行動を持続させるに
は、各行動が環境保全に対してど
のように効果を及ぼすかを、具体
的な指標を用いてフィードバック
することが有効である。例えば、
CO2 排出量を指標とした環境家計
簿、燃費情報を指標とした自動車
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用車載モニター、CO2 排出量や使
用料金を表示する消費電力モニタ
ーなどは有効である。そして、こ
れらのシステムや機器を低価格化
し、普及促進させることが重要で
ある。そのためには、システムや
機器の更なる開発に取り組む必要
がある。
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。 （2006年4月現在）
総括ユニット
ライフサイエンスユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
推進分野ユニット ものづくり技術、社会基盤、 フロンティアの3分野
ナノテクノロジー・材料ユニット
センター長
（ ）
1  「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布しています。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp において
も公開しています。
2 重要科学技術分野・領域の
  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、わが国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
3 技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法を中心とする科学技術
予測調査をほぼ 5年ごとに実施して
います。2005 年には２年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
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